
2019年度 ［支援事例集］

中小企業
活力向上

プロジェクトネクスト

中小企業活力向上プロジェクトネクスト
実行委員会

　経営診断＆継続サポートで
会社を、お店を、もっと元気に！！





はじめに

東京都は首都として日本経済の中枢を担う地域であり、あらゆる規模・業種の事業者が存在し、活
発な経済活動が行われています。2019 年は、内閣府の景気動向指数が 8 月から 11 月まで 4 月連続で「悪
化」となり、東京商工会議所が 2019 年秋に実施したアンケート＊1 でも、収益状況が「黒字」と答えた
割合が過去 5 年間で最も低くなりました。2020 年も海外では不安定な中東情勢、米中の貿易摩擦、国
内では消費増税後の需要減退、少子高齢化に伴う人材不足といった懸念材料が多数あり、楽観できな
い状況です。

このような厳しい環境下で活力向上を図る都内中小企業を支援すべく、2019 年 4 月より、東京都産
業労働局および都内中小企業支援機関＊2 が連携して支援体制を構築し、それぞれの中小企業の実情に
合わせたきめ細かな経営サポートを行っております。その事業内容は、次の 3 つの支援策から成り立っ
ています。

第一段階の『経営診断チェック』では、中小企業経営者にまずチェックシートで自社の経営課題に
気づいていただきます。続いて、商工会・商工会議所の経営指導員および中小企業診断士が当該中
小企業を訪問し、経営診断を行います。この一連の流れの中で、経営の現状分析と課題抽出を支援し、
課題解決の方向性を見出します。

第二段階の『アシストコース』では、短期的課題の解決、あるいは中長期的な事業計画の策定とそ
の実行に向けて、知見のある専門家を派遣して取り組みを支援し、当該企業の持続的成長発展を図り
ます。

第三段階の『フォローアップコース』では、『アシストコース』で事業計画の策定とその実行に取り
組んだ企業の新たな課題の解決に向けて、必要な専門家を派遣して支援します。

本事例集は、2019 年度に当事業を利用された都内中小企業のアンケート結果と、3 つの支援策をシー
ムレスで行うことで導き出された成果を取りまとめたものです。本事例集が、中小企業支援者の参考
になるとともに、中小企業の身近な成功例として心の支えとなり、ひいては都内中小企業の活力向上
の一助となれば幸いです。

2020 年 3 月
中小企業活力向上プロジェクトネクスト実行委員会

＊ 1 『中小企業の経営課題に関するアンケート』

 対象 : 中小・小規模企業 8,525 社　調査期間 : 2019 年 9 月 20 日～ 10 月 11 日　回答数 : 1,507 社（回答率 : 17.7％）

＊ 2 公益財団法人東京都中小企業振興公社、東京都中小企業団体中央会、一般社団法人東京都中小企業診断士協会、

 東京都商工会連合会、東京都商工会議所連合会
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���தখ企業活力向上プロジΣクトネクストと

45&1�2ɹアシストコース

診断企業からの要望があれば、「アシストコース」
を活用し、専門家ݣを実施します。

アシストコースでは、短期的または中長期的な課
題への支援として、コーディネーター等が業種や課
題を踏まえて選任した専門家（ディレクター）を最
大9回までݣします。

���支援の流れ
支援の流れは以下のとおりです。

45&1��ɹ経営診断νΣοΫ

中小企業活力向上プロジェクトネクスト実行ҕ員
会（以下「実行ҕ員会」という。）は、東京都産業
労働局、公益財団法人東京都中小企業振興公社、東
京都中小企業団体中ԝ会、一般社団法人東京都中小
企業診断士協会、東京都商工会連合会、東京都商工
会議所連合会が連携して、中小企業の経営基盤の向
上を図ることを目的に設置された団体です。

本プロジェクトは、「経営力向上TOKYOプロ
ジェクト」（平成21～23年度）、「経営力向上フォ
ローアップ事業」（平成24年度）、「新・経営力向
上TOKYOプロジェクト」（平成25～27年度）、「中
小企業活力向上プロジェクト」（平成28～30年度）

として実施された事業の後継事業として、2019年
度からスタートしました。

事業の中֩となるのは、経営診断と経営診断後の
フォローです。第三者による客観的な経営診断に
よって自社の経営課題への気づきを༩えるとともに、
経営課題を解決するために継続してサポートを希望
する企業に対しては、専門家をݣし、支援を行い
ます。

その他、実行ҕ員会事務局では中小企業の活力向
上のため、公式ウェブサイト、動画セミナー、専門
家コラム、メールマガジンなどによる情報提供を
行っています。

中長期的な課題への支援においては、専門家のサ
ポートのもと事業計画書の策定を行い、今後目指す
べき姿を明確にしたうえで、3～5年後のビジョン
をまとめます。売上・利益等に関する目標設定や、
取り組むべき課題を整理した実行スケジュールも作
成します。策定した事業計画書に基づき、専門家が
計画実行のための初期の支援を行います。
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45&1��ɹϑΥϩーアοϓコース

「アシストコース」で事業計画書を作成した企業
が、新たな課題の解決に取り組む場合には、「フォ
ローアップコース」を活用し、専門家ݣを実施し
ます。

ظతͳ՝のࢧԉのྫ

ʪϗーϜϖーδ経༝Ͱのച্Λ৳ͨ͠いʫ
ITコーディネーターが、ホームページのリニュー

アルやアクセス向上策などについてアドバイスをし
ます。
ʪࣄͱҭࣇɾհޢΛཱ྆͢͠い৬ڥΛつ͘
ΓɺैۀһのఆணΛ্͛ͨいʫ

社会保ݥ労務士が就業規則など各種規定を見直す
ポイントを指導します。

தظతͳ՝のࢧԉのྫ

ʪւ֎ϚーέοトΛૂͬͨۀࣄల։Λͨ͠いʫ
社内体制の整備、易手続、現地での販路開拓の

進め方など、海外ビジネスの経験豊富なコンサルタ
ントが助言し、推進します。
ʪのੜੑ࢈Λ্ͨͤ͞いʫ

機械設備の更新、製造工程の見直しなど、生産管
理現場でのキャリアのある専門家が経営者・従業員
と共に取組方法を検討します。
ʪళฮのೝΛ্ͤ͞ɺདྷళ٬Λ૿ͨ͠いʫ

店頭・内装・レイアウトの見直し、販促ツールの
改良、接客対応の向上など、業界経験を有する専門
家が改善策を提示、支援します。

フォローアップコースでは、新たな課題への支援
として、コーディネーター等が業種や課題を踏まえ
て選任した専門家（ディレクター）を最大5回まで
ݣします。

"
"DUiPn

վળݕࡦ౼

1
1Man

࡞ըܭ

%
%P

՝ղܾ支援

$
$heDL

ঢ়گѲ
அਃ͠ࠐΈ

アシετίーε

ӦஅνΣックܦ

• தখ্ྗ׆ۀا
νΣックシーτʹ
ΑΔঢ়گѲ

• ࢪӦஅͷ࣮ܦ அใࠂॻͷ
࡞

அใࠂ

• ͷհࡦࢪ
• ཁʹԠ͡ɺ

ผ支援༠ಋ・
フΥロー

フΥローアップίーε

՝ղܾͷ
౼ݕੑํ

ίーディωーλー

ઐՈͷ
ݣௐ

ディϨクλーɺઐՈ

・エΩεύーτόンク
・マルܦ༥ࢿ 

ͦͷଞͷࡦࢪͷ׆༻フΥローアップίーε ͦͷଞͷࡦࢪͷ׆༻

・ظ・தظͷ՝ղܾ支援
・தܭظըࡦఆ͓Αͼ࣮ߦ支援

・アシετίーεͰ事ܭۀըॻ
Λ࡞ͨ͠ۀاͷ৽ͨͳ՝
ͷղܾ支援

ݣେ̕ճ·Ͱ࠷ ݣେ̑ճ·Ͱ࠷

˞தখۀاஅ࢜ͷݣ�ճ



ɹɹɹɹɹϓϩδΣΫτの֓ཁ

6

3��֤支援୲当者のׂ

���支援ର者ʢ利用֨ࢿʣ

���தখ企業活力向上チΣックγート

⁞経営ࢦಋһ
経営者の身近な相談相手として、都内商工会及び

商工会議所に所属し、様々な経営相談に対応する職
員です。状況・課題を把握・共有化し、課題解決の
提案や手法の提示を行います。

 தখۀا診断࢜
国家資格を有する経営コンサルタントです。経営

診断を実施するために、本プロジェクトでは約
800名の中小企業診断士が登録されています。企
業の経営課題に応じて、各分野で専門的知識を有す
る中小企業診断士が選定され、経営診断を実施しま
す。

コーσΟωーλー
東京都商工会連合会及び都内商工会議所から依頼

され、支援に係る様々な調整と進行管理を行うコン
サルタントです。主に「アシストコース」「フォロー

東京都内に事業所を持つ中小企業（˞）を支援対象としています。

戦略・経営者、マーケティング、組織・人材、運営管理、財務管理、危機管理・社会環境・知財管理の6つ
の分野に回答し、経営者自身の視点で自社の現状をチェックできるツールです。経営診断の申込書を݉ねてい
ます。（˞ P10参照）

アップコース」において、企業の経営課題に対し幅
広い専門性を活かしたサポートを行います。

σΟϨΫλー
実際に申込企業を訪問し、「アシストコース」で

は経営の実情に応じた事業計画策定とその計画の実
行支援、「フォローアップコース」では新たな課題
の解決支援の中֩を担う専門家です。登録された専
門家の中からコーディネーター等が選定し、依頼を
します。

ઐՈ
法務、税務、労務、IT 等、各分野の知識を有す

る専門家です。専門家のサポートを得ることが効果
的と判断する場合に申込企業にݣします。支援を
行う専門家をコーディネーター等が確認し、事務局
が支援の都度、依頼します。

छۀ
ۀ・ιフτΣアۀ・

ใॲཧαーϏεۀ・
ͦͷଞͷۀछ

Էചۀ খചۀ・ҿ৯店 αーϏεۀ

һۀै
ຊֹۚࢿ

���ਓҎԼ
·ͨ�ԯԁҎԼ

���ਓҎԼ
·ͨ�ԯԁҎԼ

��ਓҎԼ
·ͨ�ઍສԁҎԼ

���ਓҎԼ
·ͨ�ઍສԁҎԼ

（˞） 中小企業基本法に定められた中小企業のൣғに基づきます。業種分類ごとに異なる資本金基準、従業員
基準、どちらかに֘当すれば本事業の支援対象となります。
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���支援にΑる成果
˔診断ใࠂॻ

チェックシートと経営診断（訪問診断）の結果に基づき、中小企業診断士が第三者の視点で企業の現状と課
題を分析し、改善に向けた提案についてまとめます。

ըॻܭۀࣄ˔
アシストコースにおいて、ディレクターが経営状況の多֯的分析などを支援し、申込企業が中長期的ビジョ

ンとその実現に向けた実行計画をまとめます。
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���支援のಛ
2019年度は、12月31日時点において1410件

の経営診断の申込を受け付け、うち1318社の診
断を完了しました。また、アシストコースでは
418社の支援に着手し、うち92社の支援を完了、
フォローアップコースでは21社の支援に着手し、
うち6社の支援を完了となっています。

�छۀ⁞
経営診断を利用した事業者の業種（産業大分類）

構成をみると、「サービス業」が最も多く（29�0％）、
次いで「製造業」（27�1％）、「卸売業」（18�3％）、「小
売業」（12�1％）、「飲食業」（6�4％）、「建設業」

（4�4％）、「運輸・情報通信業」（2�7％）の順となっ

ています。
アシストコースの支援を利用した事業者の業種構

成をみると、「サービス業」が最も多く（36�4％）、
次いで「製造業」（26�6％）、「小売業」（12�2％）、「卸
売業」（8�6％）、「飲食業」（8�4％）、「建設業」（5�7％）、

「運輸・情報通信業」（2�2％）の順となっています。
また、フォローアップコースの支援を利用した事

業者の業種構成をみると、「卸売業」が最も多く
（23�8％）、次いで「製造業」と「サービス業」
（19�0％）、「小売業」（14�3％）、「建設業」と「飲
食業」（9�5％）、「運輸・情報通信業」（4�8％）の
順となっています。

業छ別支援企業数
製造業 建設業 運輸・情報通信業 卸売業 小売業 飲食業 サービス業 合　計

経営診断 357 58 36 241 159 85 382 1318

アシストコース 111 24 9 36 51 35 152 418

フォローアップコース 4 2 1 5 3 2 4 21

注）経営診断は診断完了企業数、アシストコース・フォローアップコースは支援着手企業数による

�� ��� ��� ��� ��� ����

Ӧஅܦ

アシετίーε

フΥローアップίーε

支援企業の業छ構成

ۀ ۀઃݐ ӡ༌・ใ௨৴ۀ Էചۀ খചۀ ҿ৯ۀ αーϏεۀ
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（һۀै）�ن 
本書では、従業員数「5名以下」の事業者を「小

規模企業」、「6名～20名」の事業者を「中規模企業」、
「21名以上」の事業者を「大規模企業」と定義して
います。

経営診断を利用した事業者を従業員規模別にみる
と、従業員数が「小規模」の企業が66�6％、「中規
模」の企業が22�2％、「大規模」の企業が11�2％
となっています。従業員数20名以下の企業が全体
の88�8％を占めています。

アシストコースの支援を利用した事業者を従業員
規模別にみると、従業員数「小規模」の企業が
69�6％、「中規模」の企業が21�3％、「大規模」の
企業が9�1％となっています。従業員数20名以下
の企業が全体の90�9％を占めています。

また、フォローアップコースの支援を利用した事
業者を従業員規模別にみると、従業員数「小規模」
の企業が66�7％、「中規模」の企業が19�0％、「大
規模」の企業が14�3％となっています。従業員数
20名以下の企業が全体の85�7％を占めています。

規ʢै業һ数ʣ別支援企業数
小規模（5名以下） 中規模（6～20名） 大規模（21名以上） 合　計

経営診断 878 293 147 1318

アシストコース 291 89 38 418

フォローアップコース 14 4 3 21

注）経営診断は診断完了企業数、アシストコース・フォローアップコースは支援着手企業数による

�� ��� ��� ��� ��� ����

Ӧஅܦ

アシετίーε

フΥローアップίーε

支援企業の規ʢै業һ数ʣ構成

খن（�໊ҎԼ） தن（�ʙ��໊） େن（��໊Ҏ্）

����

����

����

����

����

����

����

���

����



ɹɹɹɹɹϓϩδΣΫτの֓ཁ

10

（参考資料）
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���ௐࠪの目తと概要
（�）ௐࠪత

東京都産業労働局と都内中小企業支援機関からなる「中小企業活力向上プロジェクトネクスト実行ҕ員会」
では、都内の中小企業経営者に対して「気づき」を促すことを目的とする経営診断及び課題解決や中長期的な
成長をサポートするための専門家ݣ（アシストコース・フォローアップコース）など各種支援を実施してい
る。

本アンケート調査では、「中小企業活力向上プロジェクトネクスト」の経営診断（アシストコース含む）に
よる効果や利用企業の満足度等を把握するため、同事業を利用した中小企業を対象に༣送調査を実施した。ま
た、フォローアップコースについては利用者数が少ないため、参考情報として個別に調査を行った。

（2）調査の実施概要
本調査では、2019年度の上半期に「中小企業活力向上プロジェクトネクスト」の経営診断を利用した企業

926社を対象にアンケート調査を実施し、318社（回収率34�3％）から回答を得た。また、参考情報としてフォ
ローアップコースを利用中の企業21社を対象に調査を実施し、19社（回収率90�5％）から回答を得た。

（注）構成比は小数点以下第2Ґをޒࣺ࢛入しているため、合計しても必ず100とはならない。

アンケート調査の実施概要

経営診断（アシストコース含む）
■実施方法：郵送調査法
■調査対象：「中小企業活力向上プロジェクトネクスト」の経営診断を受けた企業 926社

（2019年4月1日～2019年9月30日）
■設問概要： 「中小企業活力向上プロジェクトネクスト」の経営診断等の利用理由、利用による効果、診

断を通じて提案された経営課題解決策（中小企業支援施策）の利用状況　等
■実施時期：2019年12月6日　～　2020年1月10日
■回 収 数：318社（回収率 34.3％）

フォローアップコース
■実施方法：訪問調査法
■調査対象：「中小企業活力向上プロジェクトネクスト」のフォローアップコースを実施中の企業 21社

（2019年4月1日～2019年12月31日）
■設問概要： 「中小企業活力向上プロジェクトネクスト」のフォローアップコースの利用による効果、中

小企業支援施策の利用状況、業績変化　等
■実施時期：2019年11月5日　～　2020年1月10日
■回 収 数：19社（回収率 90.5％）

ᶗ   ௐࠪ֓ཁ
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経営診断を利用した理由をਘねたところ、本事業の利用が要件となっている「販路拡大助成事業（助成金）
の申請目的のため（40�3％）」が最も多い。それをআくと、「経営課題を解決する具体的な方法を知りたいと思っ
たため（16�4％）」が次に多く、次いで「自社の経営課題がどこにあるのか、専門家からの意見を聞きたいと
考えたため（14�5％）」となっており、具体的に経営課題を解決したい（ソリューション）ニーズと、自社の
課題を知りたいという診断自体のニーズもあることがうかがえる。

利用企業の業種をみると、「製造業（29�6％）」「卸売業（21�7％）」に続き、「サービス業（16�0％）」の割
合が高くなっている。

従業員規模では、従業員5名以下が61�6％と半数をえ、20名以下のׅりで見ると全体の85�2％を占め
ており、大半が小規模事業者の利用といえる。

���回者ଐ性

���利用ཧ༝

ᶘ   ௐࠪ݁Ռ
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����
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����

ൢ࿏֦େॿ事ۀ（ॿۚ）ͷ
ਃతͷͨΊ

�����

アシετίーεͷظతͳ
支援Λड͚ΔલఏͷͨΊ

����

ઐՈʹΑΔޮՌతͳ࣮ߦ支援Λड
͚͍ͨͱͨͨͬࢥΊ

�����
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2019年9月末までに経営診断を受診し、必要に
応じてアシストコースの利用に進んだ企業は、回答
者のうち56�6％となっており、回答者の半数以上
が具体的な課題解決支援や事業計画の策定支援を求
め、利用されていたことがうかがえる。

経営診断で得られた効果をਘねると、「専門家による第三者の目線により、自社を客観的に見直すことがで
きた」が61�3％と最も高く、次いで「経営課題の解決に向けて、今後どのような取組みをすればよいか明確
になった（43�1％）」となっている。第三者からの客観的な「気づき」の効果から、具体的な取り組みの方向
性の明確化が図れたのではないかと推される。また、「チェックシートを記入する中で、自社の現状を客観
的に見直すことができた（34�9％）」は3൪目に高く、チェックシートを用いた自ݾチェックによる「気づき」
を促進する観点からも効果があったと考えられる。

3��利用した事業の༰と支援にΑり得られたޮ果

アシετ
ίーεΛ
ར༻ͨ͠
�����

ར༻͠ͳ͔ͬͨ
�����

ແճ
����

アシετίーεͷར༻（n����）

�

�� ��� ������ ��� ��� ��� ���

ͦͷଞ

ແճ

ઐՈʹΑΔୈऀࡾͷઢʹΑΓɺࣗ社Λ؍٬తʹݟ͢͜ͱ
͕Ͱ͖ͨ
ͲͷΑ͏ͳऔΈΛ͢ΕΑ͍ޙࠓɺ͚ͯʹӦ՝ͷղܾܦ
͔͕໌֬ʹͳͬͨ
νΣックシーτΛهೖ͢ΔதͰɺࣗ社ͷݱঢ়Λ؍٬తʹݟ͢
͜ͱ͕Ͱ͖ͨ

ิॿۚ・ॿ֤ۚछதখۀا支援ࡦࢪͳͲΛΔ͜ͱ͕Ͱ͖ͨ

ͨͬ·ߴһͷϞνϕーシϣン͕ۀӦऀ͘͠ैܦ

有ঈͷίンαルΛड͚Δ͜ͱۚࢿతʹ͕͔ͨͬ͠ݫɺࡒత
ͳ৺ͳ͘औΓΉ͜ͱ͕Ͱ͖ͨ

ച্ߴརӹΛ্ͤ͞Δ͜ͱ͕Ͱ͖ͨ
（ൢച୯Ձアップɺίετݮ）

ύーτ社һؚΊɺ৽ͨͳਓࡐͷ֬อ͕ظͰ͖ΔΑ͏ʹͳͬͨ

����

����

����

����

����

����

���

���

���

����

ಘΒΕͨޮՌ（n����）
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診断後、「提案に基づき行動を起こした」企業は
79�9％にのぼり、「特に何にも取り組んでいない」
企業は16�7％しかなく、多くの企業で提案後に何
かしらの具体的な改善行動を起こしていることがわ
かる。経営診断から課題抽出が行われ、その後、具
体的な課題解決へ向けた取り組みにしっかりと結び
ついていることがうかがえる。

また、取り組みの内容としては、「顧客や販路の
新規開拓・拡大ʗ営業・売込強化（13�8％）」が最
も多く、次いで多い展示会関連の回答（11�4％）
と合わせると25�2％が、展示会等を含めた販路開
拓に取り組んだことがわかる。

一方で取り組んでいない理由についてਘねると、
「今後取り組む予定ʗ検討中（15�1％）」が2൪目
に多く、今後の行動に期待が持てるものの、「時間
がないʗ多忙だった（18�9％）」が回答としては最
も多く、多忙な中小企業経営者が、改善策の取り組
みを実行に移すまでをしっかりとフォローしていく
ことが、引き続き当事業の課題となっている。

���அ後の۩体తな行ಈとऔりみ༰

ఏҊʹߦ͖ͮجಈΛͨ͜͠ى
�����

ಛʹԿʹ
औΓΜͰ͍ͳ͍

�����

ແճ
����

அޙͷߦಈ（n����）

�

�� �� ��� ��� ��� ���
ͳ͍ʗଟ͕ͩͬͨؒ࣌

த౼ݕऔΓΉ༧ఆʗޙࠓ
ͷ͔͔Δͷͩͬͨؒ࣌・Ͱ͖ͳ͍・͍͠ߦ࣮

ͳ͍ͨΊ͘ߴͰͳ͍・༏ઌॱҐ͕͗ٸ
ैདྷ͍ͬͯΔ・͢ͰʹऔΓΜͰ͍Δ事͔ͩΒ
۩ମతͳҊ・ํ๏͕Θ͔Βͳ （͍ಘΒΕͳ͔ͬͨ）

৽͍͠・ಛผͳҊ͕ಘΒΕͳ͔ͬͨ
ඞཁͳ͍・ʹཱͨͳ͍ͱஅͨͨ͠Ί

அ్தͷͨΊʗ్தͰஅ͕ऴྃͨͨ͠Ί
ॿۚਃ͕తͩͬͨͨΊ

༧͕ࢉͳ͍
λΠϛンά͕߹Θͳ͔ͬͨͨΊ
ॿۚͷରͰͳ͔ͬͨͨΊ

ͦͷଞ
ಛʹཧ༝ͳ͍

ແճ

औΓ·ͳ͔ͬͨཧ༝（n���）

����

����
����

���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���

���
���
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顧客や販路の新規開拓・拡大／営業・売込強化

展示会開催・出展・準備／展示方法の考案・改善

諸計画の作成・見直し・実行／目標の設定

ホームページ等営業資料を作成・刷新・発信

人事の見直し・強化／人材の増員・削減

助成金や補助金の活用・申請・準備

新製品開発／新サービス開始／新規事業の立ち上げ

外観・内装・備品・商品・メニューの見直し

システム・制度・仕組みの作成や見直し

広告（チラシ・DM・POP等）を作成・刷新・強化

市場調査の実施／ターゲット層の見直し・明確化

社内の情報共有・周知・会議の見直しや強化

ネット（SNS等）での広告や情報発信を開始・刷新・強化

事業承継／世代交代の準備

従業員の教育・スキルアップ・資格取得

料金・単価・原価の見直し／売上の把握・分析

業務やサービスの効率化・無駄削減・質向上

経営理念や営業方針等の明確化・見直し

財務基盤の強化／財務内容の見直し・改善

ネットショップやECサイトの開設・刷新・強化

外部組織との連携・ネットワークの強化

社内IT化／ ITの導入／ ITの強化

主力事業や主力商品の明確化・注力・変更

従業員のやる気・意識・コミュニケーションの強化

組織づくり／組織改革／経営革新

在庫の調整・削減／仕入れの見直し

諸経費の見直し・削減

社内規則・契約書等の見直し

現状や課題の明確化・対策案の策定

知的財産（特許等）の管理・強化

その他

無回答

取り組み内容（n=254）
0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

13.8

11.4

10.6

10.2

6.3

5.9

4.3

4.3

4.3

3.9

3.9

3.9

3.5

3.1

3.1

3.1

2.4

2.4

2.4

2.0

2.0

1.6

1.6

1.6

1.6

1.2

1.2

0.8

0.8

0.8

4.3

3.5
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中小企業支援施策の利用については、55�3％の
企業が「提案された施策を利用した」と回答してい
る。

具体的な上Ґ利用施策を見ると、「販路拡大助成
事業（44�9％）」が多く、次いで「アシストコース

（30�7％）」、「小規模事業者持続化補助金（15�3％）」
となっている。

���தখ企業支援ࢪ策の利用ঢ়گ

ར༻ͨ͠
�����

ར༻͠ͳ
͔ͬͨ
�����

ແճ
�ͷར༻（nࡦࢪ�������）

�

�� ��� ��� ���

্Ґར༻ࡦࢪ（n����） ར༻ࡦࢪ（߲ผ）（n����）

����
����

����
���

���
���
���

���
���
���

ൢ࿏֦େॿ事ۀ
アシετίーε
খن事࣋ऀۀଓԽิॿۚ
マルܦ༥ࢿ
ઐՈݣ（エΩεύーτόンク）
フΥローアップίーε
商会・商会ٞॴͷઐ૭ޱ૬ஊ

ϛラαϙ

商会・商会ٞॴͷϏジω
εマッνンά・ҟۀछަྲྀ会

ͷͮ͘Γ・商ۀ・αーϏε
ੜ্ੑ࢈ଅਐิॿۚ

�� ��� ��� ��� ���

தখ্ྗ׆ۀاプロジΣク
τωクετʹΔ支援

ิॿ ・ۚॿ ・੍ۚ ༥ࢿʹΑ
Δۚࢿతͳ支援

ઐՈʹΑΔ۩ମతͳ支援

৽ͨͳൢ࿏։ʹػ͚ͨ会
ͷఏڙʹΑΔ支援

ͷεݯࢿҭɺਓతڭһۀै
Ωル্ΛਤΔ支援

ແճ

����

����

����

���

���

���

ແճ
����

ͦͷଞ
�����

Λར༻͠ͳ͔ͬͨཧ༝ࡦࢪ
（n����）

ݱ ɺਃࡏ  Λ
தͰ͋Δ౼ݕ

�����

ఏҊ͞Εͨ支援͕ࣗࡦࢪ社ͷܦӦ՝ͷ
ղܾʹཱͨͳ͍ͱࢥΘΕͨͨΊ

����

ਃʹ͔͔ΔखؒΛ͑ߟΔͱɺར༻͢
Δϝリッτ͕খ͍͞ͱͨͨ͑ߟΊ

�����

ఏҊ͞Εͨ支援
Λར༻͢Δࡦࢪ
·Ͱͷखଓ͖͕
Θ͔Γʹ͔ͬ͘
ͨͨΊ

����

�

項目別の利用施策でも、「販路拡大助成事業」や「ア
シストコース」等の「中小企業活力向上プロジェク
トネクストに係る支援（71�6％）」が最も多く、そ
れ以外では、「補助金・助成金・制度༥資等による
資金的な支援（25�6％）」や、「専門家による具体
的な支援（12�5％）」などの活用も多い。

施策を利用しなかった回答者の理由としては「現
在、申請を検討中である（49�6％）」が最も多いため、
今後の利用に期待ができるものの、「申請等にかか
る手間を考えると、利用するメリットが小さいと考
えたため（14�0％）」も次いで多いことから、申請
手続き上の課題もうかがえる。



ɹɹɹɹɹΞϯέʔτௐࠪ݁Ռ

22

【経営診断について】

5段階評価でਘねた当事業の支援に関する満足度評価については、総合評価をはじめ、経営診断の各プロセ
スでそれぞれ高い評価が得られている。

具体的には、総合評価（支援全体の総合的な評価としては総じてよかった）では、「そう思う」の5と4の「良
い評価」が83�0％となっており、高い満足度となっている。

個別項目の「良い評価（5ʴ4）」についても、親身な対応（経営指導員は親身になって相談に乗ってくれた）
は88�6％、チェックシート（チェックシートは自社の経営課題を把握するのに役立った）は73�9％、課題の
指摘（中小企業診断士は自社の抱える本質的な経営課題を指摘してくれた）は78�3％、具体策の提案（中小
企業診断士は、経営課題の解決に役立つ具体的な提案をしてくれた）は75�5％、施策の紹介（経営指導員・
中小企業診断士は課題解決に役立つ中小企業支援施策を教えてくれた）は74�6％となっており、いずれの項
目でも高い評価となっている。「気づき」の入口にもなる親身な相談対応から課題の指摘、そして具体的な対
策の提案と施策の紹介で、利用者からも事業スキーム自体が高く評価されていることがうかがえる。

���支援のຬにͭいて

44.0 39.0 9.4 

1.9 

0.6 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5 そう思う 4 3 2 1 そうは思わない 無回答

57.5 31.1 7.9 

1.9 

0.6 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5 そう思う 4 3 2 1 そうは思わない 無回答

29.6 44.3 20.4 

3.1 

0.6 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5 そう思う 4 3 2 1 そうは思わない 無回答

36.8 41.5 17.3 

3.1 

0.3 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5 そう思う 4 3 2 1 そうは思わない 無回答

34.9 40.6 18.9 

2.5 

1.9 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5 そう思う 4 3 2 1 そうは思わない 無回答

38.4 36.2 18.6 

3.8 

1.9 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5 そう思う 4 3 2 1 そうは思わない 無回答

૯߹ධՁ（支援શମͷ૯߹తͳධՁͱͯ͠૯
ͯ͡Α͔ͬͨ）ɹnʹ���

ͳରԠ（ܦӦࢦಋһʹͳͬͯ૬ஊʹ
ͬͯ͘Εͨ）ɹnʹ���

νΣックシーτ（νΣックシーτࣗ社ͷܦӦ
՝ΛѲ͢Δͷʹཱͬͨ）ɹnʹ���

՝ͷࢦఠ（தখۀاஅ࢜ࣗ社ͷ๊͑Δຊ࣭త
ͳܦӦ՝Λࢦఠͯ͘͠Εͨ）ɹnʹ���

۩ମࡦͷఏҊ（தখۀاஅ࢜ɺܦӦ՝ͷ
ղܾʹཱͭ۩ମతͳఏҊΛͯ͘͠Εͨ）
nʹ���

՝࢜அۀاಋһ・தখࢦӦܦ）ͷհࡦࢪ
ղܾʹཱͭதখۀا支援ࡦࢪΛͯ͑͘ڭΕͨ）
nʹ���
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【アシストコースについて】

アシストコースの「良い評価（5ʴ4）」についても、コーディネーター（コーディネーターは、当社の課
題を適切に分析し、課題解決に最適なディレクターを選定してくれた）に対しては72�3％、ディレクター（選
定されたディレクター等の専門家は、支援にあたって専門性が高く、当社の成長に役立った）に対しては
68�4％となっている。また、事業計画書（事業計画書の内容は満足できるものであった）は、57�3％と6割
近くの回答者に評価されている。なお、事業計画書はアシストコースのすべての利用者が対象となるとは限ら
ないため、無回答が33�9％あり、作成された利用者に限ればもっと多くの割合で満足されていたことが想定
される。

���事業のධՁと課題

���� ���� ��� 

��� 

��� 

���� 

�� ��� ��� ��� ��� ����

� ͦ ͏ࢥ͏ � � � � ͦ ͏ࢥΘͳ͍ ແճ

���� ���� ���� 

��� 

��� 

���� 

�� ��� ��� ��� ��� ����

� ͦ ͏ࢥ͏ � � � � ͦ ͏ࢥΘͳ͍ ແճ

���� ���� ��� 

��� 

��� 

���� 

�� ��� ��� ��� ��� ����

� ͦ ͏ࢥ͏ � � � � ͦ ͏ࢥΘͳ͍ ແճ

ίーディωーλー（ίーディωーλーɺ
社ͷ՝Λదʹੳ͠ɺ՝ղܾʹ࠷దͳ
ディϨクλーΛબఆͯ͘͠Εͨ）ɹn����

ディϨクλー（બఆ͞ΕͨディϨクλーͷઐՈ
ɺ支援ʹ͋ͨͬͯઐੑ͕͘ߴɺ社ͷʹ
ཱͬͨ）ɹn����

事ܭۀըॻ（事ܭۀըॻͷ༰ຬͰ͖Δͷ
Ͱ͋ͬͨ）ɹn����

経営診断（アシストコース含む）について、「満足だった点」を確認したところ、「親身・話しやすい対応だっ
た（11�3％）」が最も高くなっている。利用者との信頼関係がܽかせない経営支援においては、非常に評価で
きるポイントであると考える。

次いで「課題・問題点・長所・短所が明確になった（7�9％）」「自社の方向性・やるべき事・解決策が明確
になった（7�5％）」と続いていることから、企業の抱えるજ在的な課題が明確になり、その改善への取り組
みの後押しにつながった企業も多いことがうかがえる。
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一方で、不満だった点をਘねると、「特にない（47�8％）」がおよそ半数を占めており、それ以外を見ても、「支
援完了後に利用できる支援策（助成金や優遇策）をもっと増やして欲しい（14�5％）」や「アドバイスにとど
まらず、実際に実行にあたって一ॹになって支援をして欲しい（12�9％）」「継続的に訪問するなど、取り組
みの経過まで含めて長期的にサポートして欲しい（11�3％）」といった、経営改善に向けての前向きな不満が
大半を占める結果となっている。

ͳ・͍͢͠ରԠͩͬͨ

՝・・ॴ・ॴ͕໌֬ʹͳͬͨ

ࣗ社ͷํ ・ੑΔ͖事・ղܾ֬໌͕ࡦʹͳͬͨ

ୈ͔ऀࡾΒͷ؍٬తͳఏҊ・ࢦಋ͕ྑ͔ͬͨ

ཱͬͨʗ有ӹͩͬͨ

ษڧʹͳͬͨʗߟࢀʹͳͬͨ

ྑ͍ޮՌ・݁ ՌΛಘΒΕͨ

ࣗ（ʹత؍٬） 社Λݟͤ ঢ়ΛѲͰ͖ͨݱͨ・

ఏҊࢦಋ͕۩ମత・事͔ͨͬͩࡉ

ఏҊࢦಋ͕త త࣮ͩͬͨݱ֬・

ຬͩͬͨ（্Ґ��Ґ）（n����） �� �� ��� ���

����

���

���

���

���

���

���

���

���

���

ಛʹͳ͍

支援ޙྃʹར༻Ͱ͖Δ支援ࡦ（ॿۚ༏۰ࡦ）
Λͬͱ૿ͯ͠ཉ͍͠

アドόΠεʹͱͲ·Βͣɺ࣮ߦ࣮ʹࡍʹ͋ͨͬͯҰ
ॹʹͳͬͯ支援Λͯ͠ཉ͍͠

ա·ͰؚΊͯܦଓతʹ๚͢ΔͳͲɺऔΓΈͷܧ
ظతʹαϙーτͯ͠ཉ͍͠

ઐՈͷ๚ճΛ૿ͯ͠ཉ͍͠

ͦͷଞ

ແճ

ෆຬͩͬͨ（n����） �� ��� ��� ������ ��� ���

����

����

����

����

���

���

����
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���回者ଐ性

ᶙ   ߟࢀใ（フΥローアップίーεͷௐࠪ݁Ռ）

フォローアップコースについては、そもそもの利用企業数が少なく統計の数が少ないため、参考情報とし
て提示したい。

利用企業の業種をみると、「製造業（21�1％）」「卸売業（21�1％）」「小売業（21�1％）」で最も割合が高くなっ
ている。

従業員規模では、従業員5名以下が68�4％と半数をえ、20名以下で見ると全体の89�5％を占め、経営
診断同様に大半が小規模事業者の利用となっている。

財務状況については、売上高が1ԯ円以上の企業が52�6％、売上総利益では1ઍສ円以上が57�9％と半数
以上を占め、経常利益においては1ઍສ円以上が26�3％と最も多くなっている。
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���支援のຬ

フォローアップコースの「良い評価（5ʴ4）」は、総合評価（支援の総合的な評価としては総じてよかった）
で94�8％、コーディネーター（コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適なディレ
クターを選定してくれた）に対しては94�8％、ディレクター（選定されたディレクター等の専門家は、支援
にあたって専門性が高く、当社の成長に役立った）に対しては94�7％と、いずれもアシストコースの満足度
よりも更に高くなっている。

3��தখ企業支援ࢪ策の利用ঢ়گ
施策の利用状況では、「マル経༥資（26�3％）」が多く、次いで「小規模事業者持続化補助金（21�1％）」と

なっている。
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���一連の支援を経た݁果の業変化

項目別の利用施策では、「補助金・助成金・制度༥資等による資金的な支援（47�4％）」や、「制度༥資等の
金༥制度による資金的な支援（31�6％）」が多くなっている。

フォローアップコースを利用できる企業は、過年
度の事業で経営診断を実施のうえ、アシストコース
を利用し、事業計画書の策定支援を受けている先で
ある。

そこで、経営診断からフォローアップまでの一連
の支援を受けた結果、業績の変化がどうであったか
をਘねたところ、「売上または利益、もしくはその
両方が増加した」と回答した企業は63�1％にのぼ
り、2/3に近い企業で業績改善が見られた。

日本政策金༥公ݿの「小企業の決算状況調査結果
（2018年度）」の資料では、増収増益の企業は
13�9％（当事業26�3％）で、減収減益の企業が
25�9％（当事業5�3％）であることから、当事業に
よる継続した支援を受けたことによる業績改善効果
は一定数あったのではないかと考えられる。

引用：日本政策金༥公ݿ「小企業の決算状況調査結果（2018年度）」

（参考）売上・利益の変化状況（2018年度）　単Ґ：％

（nʹ3270）
採算（前年度比）

改善 不要 悪化

売
上
（
前
年
度
比
）

増　加 13�9
（増収増益） 12�8 2�4

不　変 2�2 20�8 3�6

減　少 2�9 15�6 25�9
（減収減益）
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アンケート調査票（2019） 
 

※ ご回答頂いた内容が、貴社の支援を担当した経営指導員（商工会・商工会議所の職員）および中小企業診断士に知られることはございません。 
また、本アンケート結果は事業全体の改善のために用いるものであり、経営指導員や中小企業診断士の評価を目的としたものではありません。 

 

Ⅰ．貴社について 
 
貴社の業種 
（最も近いもの１つに○） 

１．建設業    ２．製造業  ３．卸売業   ４．運輸業・情報通信業   
５．小売業    ６．飲食業  ７．サービス業 ８．その他（       ） 

貴社の従業員数 （       ）人 ※役員、パート・アルバイトは従業員数に含みません 
 

Ⅱ．中小企業活力向上事業をご利用になった経緯について 
 
問１. 貴社が「中小企業活力向上プロジェクトネクスト」の経営診断等を利用しようと思った理由につ

いて教えてください。（最も近いもの１つに○） 
１．経営に関する漠然とした悩みがあり、相談相手が欲しいと考えたため 

２．自社の経営課題がどこにあるのか、専門家からの意見を聞きたいと考えたため 

３．経営課題を解決する具体的な方法を知りたいと思ったため 

４．公的機関の中小企業支援施策の利用についてアドバイスを得たいと考えたため 

５．専門家による効果的な実行支援を受けたいと思ったため 

６．販路拡大助成事業（助成金）の申請目的のため 

７．アシストコース等の長期的な支援を受ける前提のため 

８．その他(                                ) 
 

Ⅲ．ご利用になった中小企業活力向上事業の内容について 
 
問２. 今年度アシストコースをご利用になられましたか。（1 つに○） 
１．アシストコースを利用した   ２．利用しなかった 

 
問３. 支援を受けてどのような効果が得られましたか。（当てはまるもの全てに○） 
１．チェックシートを記入する中で、自社の現状を客観的に見直すことができた 

２．専門家による第三者の目線により、自社を客観的に見直すことができた 

３．経営課題の解決に向けて、今後どのような取組みをすればよいかが明確になった 

４．有償のコンサルを受けることは資金的に厳しかったが、財政的な心配なく取り組むことができた 

５．売上高や利益率を向上させることができた(販売単価アップ、コスト削減等) 

６．経営者もしくは従業員のモチベーションが高まった 

７．パート社員も含め、新たな人材の確保が期待できるようになった 

８．補助金・助成金や各種中小企業支援施策などを知ることができた 

９．その他(                              ) 
 

Ⅳ．経営診断をきっかけとした具体的な行動について 
 
問４. 経営診断のなかで示された「貴社の課題等の改善に向けたご提案」に基づき、何か行動を起こし

ましたか。（１、２いずれかに○を付けて、詳細を記載） 

１．提案に基づき行動を起こした（取組の内容は？                    ） 

２．特に何にも取り組んでいない（その理由は？                     ） 
 

Ⅴ．経営診断をきっかけとしたその後の中小企業支援施策の利用について 
 
問５. 中小企業活力向上事業の経営診断では、様々な支援機関（国・地方自治体等）が提供している中

小企業支援施策の中から、貴社の経営課題の解決に役立つと思われるものを提案いたしました。

貴社では提案された中小企業支援施策を実際に利用しましたか（1 つに○） 
１．利用した →問6へ      ２．利用しなかった →問7へ 

 
問６. 問５で「利用した」と回答した方にお伺いします。利用した支援施策はどのようなものでしたか。 

別紙（付属資料）の一覧表の中から、近い内容の番号を記載ください（当てはまるもの３つ記載） 

施策の番号 その他の施策の名称等 ※一覧表にない施策を利用の場合、わかる範囲で名称・内容をご記入ください 

    
 
問７. 問５で「利用しなかった」と回答した方にお伺いします。提案を受けた支援施策を利用しなかっ

たのはどうしてですか。（1 つに○） 
１． 現在、申請を検討中である 

２．提案された支援施策が自社の経営課題の解決に役立たないと思われたため 

３．申請等にかかる手間を考えると、利用するメリットが小さいと考えたため 

４．提案された支援施策を利用するまでの手続きがわかりにくかったため 

５．その他 (                                   ) 
 
Ⅵ．中小企業活力向上事業における支援の満足度について 

 
問８. 貴社が利用した中小企業活力向上事業の支援に関して、以下の記述はどの程度当てはまりますか。

（①～⑥のそれぞれについて、１～５のいずれか 1 つに○） 

設問 
状況 

そう思う ⇔ そうは思わない 

① 支援全体の総合的な評価としては総じてよかった ５  ４  ３  ２  １ 

② 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）は親身になって相談に乗

ってくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

③ 経営診断を受ける前に記入した「中小企業活力向上チェックシート」

は、自社の経営課題を把握するのに役立った 
５  ４  ３  ２  １ 

④ 提出された診断報告書も含め、中小企業診断士は、自社の抱える本

質的な経営課題を指摘してくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

⑤ 提出された診断報告書も含め、中小企業診断士は、経営課題の解決

に役立つ具体的な提案をしてくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

⑥ 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）・中小企業診断士は、経営

課題の解決に役立つ中小企業支援施策を教えてくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

以下はアシストコースコースのご利用者（問 2 で１と回答された方）のみお答えください。 

⑦ コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適

なディレクターを選定してくれた。（コーディネーター不在の場合は無記入） 
５  ４  ３  ２  １ 

⑧ 選定されたディレクター等の専門家は、支援にあたっての専門性が

高く、当社の成長に役立った 
５  ４  ３  ２  １ 

⑨ 事業計画書の内容は満足できるものであった。（※作成された場合のみ） ５  ４  ３  ２  １ 

※コーディネーターとは課題の切り分けと適切な専門家を選定するために、貴社をサポートさせていただいた担当者で、ディレクター

とはコーディネーター等に選定されて、貴社の課題解決に具体的に支援をさせていただいた専門家を指します。  
Ⅶ．中小企業活力向上事業の改善に向けたご意見について 

 
問９. 中小企業活力向上事業に関して、満足だった点、不満だった点について、ご記入ください。 

満足だった点 
 

不満だった点 

１．特にない 
２．専門家の訪問回数を増やして欲しい。 
３．アドバイスにとどまらず、実際に実行にあたって一緒になって支援をして欲しい。 
４．支援完了後に利用できる支援策（助成金や優遇策）をもっと増やして欲しい。 
５．継続的に訪問するなど、取り組みの経過まで含めて長期的にサポートして欲しい。 
６．その他（                              ） 

質問は以上です。お忙しい中ご協力いただき、誠にありがとうございました。 
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アンケート調査票（2019） 
 

※ ご回答頂いた内容が、貴社の支援を担当した経営指導員（商工会・商工会議所の職員）および中小企業診断士に知られることはございません。 
また、本アンケート結果は事業全体の改善のために用いるものであり、経営指導員や中小企業診断士の評価を目的としたものではありません。 

 

Ⅰ．貴社について 
 
貴社の業種 
（最も近いもの１つに○） 

１．建設業    ２．製造業  ３．卸売業   ４．運輸業・情報通信業   
５．小売業    ６．飲食業  ７．サービス業 ８．その他（       ） 

貴社の従業員数 （       ）人 ※役員、パート・アルバイトは従業員数に含みません 
 

Ⅱ．中小企業活力向上事業をご利用になった経緯について 
 
問１. 貴社が「中小企業活力向上プロジェクトネクスト」の経営診断等を利用しようと思った理由につ

いて教えてください。（最も近いもの１つに○） 
１．経営に関する漠然とした悩みがあり、相談相手が欲しいと考えたため 

２．自社の経営課題がどこにあるのか、専門家からの意見を聞きたいと考えたため 

３．経営課題を解決する具体的な方法を知りたいと思ったため 

４．公的機関の中小企業支援施策の利用についてアドバイスを得たいと考えたため 

５．専門家による効果的な実行支援を受けたいと思ったため 

６．販路拡大助成事業（助成金）の申請目的のため 

７．アシストコース等の長期的な支援を受ける前提のため 

８．その他(                                ) 
 

Ⅲ．ご利用になった中小企業活力向上事業の内容について 
 
問２. 今年度アシストコースをご利用になられましたか。（1 つに○） 
１．アシストコースを利用した   ２．利用しなかった 

 
問３. 支援を受けてどのような効果が得られましたか。（当てはまるもの全てに○） 
１．チェックシートを記入する中で、自社の現状を客観的に見直すことができた 

２．専門家による第三者の目線により、自社を客観的に見直すことができた 

３．経営課題の解決に向けて、今後どのような取組みをすればよいかが明確になった 

４．有償のコンサルを受けることは資金的に厳しかったが、財政的な心配なく取り組むことができた 

５．売上高や利益率を向上させることができた(販売単価アップ、コスト削減等) 

６．経営者もしくは従業員のモチベーションが高まった 

７．パート社員も含め、新たな人材の確保が期待できるようになった 

８．補助金・助成金や各種中小企業支援施策などを知ることができた 

９．その他(                              ) 
 

Ⅳ．経営診断をきっかけとした具体的な行動について 
 
問４. 経営診断のなかで示された「貴社の課題等の改善に向けたご提案」に基づき、何か行動を起こし

ましたか。（１、２いずれかに○を付けて、詳細を記載） 

１．提案に基づき行動を起こした（取組の内容は？                    ） 

２．特に何にも取り組んでいない（その理由は？                     ） 
 

Ⅴ．経営診断をきっかけとしたその後の中小企業支援施策の利用について 
 
問５. 中小企業活力向上事業の経営診断では、様々な支援機関（国・地方自治体等）が提供している中

小企業支援施策の中から、貴社の経営課題の解決に役立つと思われるものを提案いたしました。

貴社では提案された中小企業支援施策を実際に利用しましたか（1 つに○） 
１．利用した →問6へ      ２．利用しなかった →問7へ 

 
問６. 問５で「利用した」と回答した方にお伺いします。利用した支援施策はどのようなものでしたか。 

別紙（付属資料）の一覧表の中から、近い内容の番号を記載ください（当てはまるもの３つ記載） 

施策の番号 その他の施策の名称等 ※一覧表にない施策を利用の場合、わかる範囲で名称・内容をご記入ください 

    
 
問７. 問５で「利用しなかった」と回答した方にお伺いします。提案を受けた支援施策を利用しなかっ

たのはどうしてですか。（1 つに○） 
１． 現在、申請を検討中である 

２．提案された支援施策が自社の経営課題の解決に役立たないと思われたため 

３．申請等にかかる手間を考えると、利用するメリットが小さいと考えたため 

４．提案された支援施策を利用するまでの手続きがわかりにくかったため 

５．その他 (                                   ) 
 

Ⅵ．中小企業活力向上事業における支援の満足度について 
 
問８. 貴社が利用した中小企業活力向上事業の支援に関して、以下の記述はどの程度当てはまりますか。

（①～⑥のそれぞれについて、１～５のいずれか 1 つに○） 

設問 
状況 

そう思う ⇔ そうは思わない 

① 支援全体の総合的な評価としては総じてよかった ５  ４  ３  ２  １ 

② 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）は親身になって相談に乗

ってくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

③ 経営診断を受ける前に記入した「中小企業活力向上チェックシート」

は、自社の経営課題を把握するのに役立った 
５  ４  ３  ２  １ 

④ 提出された診断報告書も含め、中小企業診断士は、自社の抱える本

質的な経営課題を指摘してくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

⑤ 提出された診断報告書も含め、中小企業診断士は、経営課題の解決

に役立つ具体的な提案をしてくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

⑥ 商工会・商工会議所の職員（経営指導員）・中小企業診断士は、経営

課題の解決に役立つ中小企業支援施策を教えてくれた 
５  ４  ３  ２  １ 

以下はアシストコースコースのご利用者（問 2 で１と回答された方）のみお答えください。 

⑦ コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適

なディレクターを選定してくれた。（コーディネーター不在の場合は無記入） 
５  ４  ３  ２  １ 

⑧ 選定されたディレクター等の専門家は、支援にあたっての専門性が

高く、当社の成長に役立った 
５  ４  ３  ２  １ 

⑨ 事業計画書の内容は満足できるものであった。（※作成された場合のみ） ５  ４  ３  ２  １ 

※コーディネーターとは課題の切り分けと適切な専門家を選定するために、貴社をサポートさせていただいた担当者で、ディレクター

とはコーディネーター等に選定されて、貴社の課題解決に具体的に支援をさせていただいた専門家を指します。  
Ⅶ．中小企業活力向上事業の改善に向けたご意見について 

 
問９. 中小企業活力向上事業に関して、満足だった点、不満だった点について、ご記入ください。 

満足だった点 
 

不満だった点 

１．特にない 
２．専門家の訪問回数を増やして欲しい。 
３．アドバイスにとどまらず、実際に実行にあたって一緒になって支援をして欲しい。 
４．支援完了後に利用できる支援策（助成金や優遇策）をもっと増やして欲しい。 
５．継続的に訪問するなど、取り組みの経過まで含めて長期的にサポートして欲しい。 
６．その他（                              ） 

質問は以上です。お忙しい中ご協力いただき、誠にありがとうございました。 
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主な中小企業支援施策一覧表 （2019） 
中小企業活力向上プロジェクトネクストに係る支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
１１ アシストコース 

 
経営診断後の短期的な課題解決から、中長期的な課題

解決まで、課題解決に適した専門家を貴社に最大 9 回

まで派遣し、事業計画の策定などを含めた実践的なサ

ポートをおこないます。（同様の専門家派遣事業（エ

キスパートバンク等）は後述 43、44 に記載していま

す） 

商工会・商工会議所 

１２ フォローアップ 
コース 
 

アシストコース等で事業計画を策定したのちに、新た

な課題への取り組みが必要となった場合に、課題解決

に適した専門家を貴社に最大 5 回まで派遣し、継続し

た実践的なサポートをおこないます。 

商工会・商工会議所 

１３ 販路拡大助成事業 販路拡大を目的とした、国内外展示会への出展・PR
等に要する経費の一部について 150 万円を上限に助

成（助成率 1/2 もしくは 2/3）する制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

１４ 制度融資 
（金利優遇） 

成長アシストコースおよびアシストコースの利用者

が申請できる優遇制度です。（産業力強化融資－チャ

レンジ） 

東京都産業労働局 

補助金・助成金・制度融資による資金的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
２１ 新製品・新技術開発助

成事業 
実用化の見込みのある新製品・新技術の自社開発を行

う都内中小企業者等に対し、その研究開発経費を、

1,500 万円を上限に助成（助成率 1/2）する制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

２２ 革新的事業展開設備

投資支援事業 
競争力強化、成長産業分野への参入、IoT・ロボット

活用、後継者によるイノベーションを目指す際に必要

となる最新機械設備の購入について、最大 3,000 万円

〜１億円の助成金（助成率 1/2 または 2/3）を受けら

れる制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

２３ ものづくり・商業・サ

ービス生産性向上促

進補助金 

ものづくり・商業・サービスの分野で革新的な取組に

チャレンジする中小企業に対し、最大 1,000 万円の補

助金（補助率 1/2 または 2/3）が受けられる制度です。 

東京都中小企業団体

中央会 

２４ 小規模事業者持続化

補助金 
小規模事業者が経営計画に基づいて実施する販路開

拓等の取り組みに対し、原則 50 万円を上限に補助金

（補助率 2/3）が受けられる制度です。 

日本商工会議所 
全国商工会連合会 

２５ マル経融資 商工会議所・商工会の経営指導を受けている小規模事

業者が無担保・保証人不要・低金利で融資を受けられ

る、国（日本政策金融公庫）の公的融資制度です。 

商工会・商工会議所 

２６ 事業承継補助金 事業承継を契機に経営革新等に取り組む事業者が、最

大 100〜1,200 万円の補助金（補助率 1/2 または 2/3）
を受けられる制度です。 

中小企業庁 

２７ 各種制度融資 東京都、各市区町村による利子補給を含む融資あっせ

ん制度です。（信用保証協会による保証要） 
東京都・市区町村 

２８ 日本政策金融公庫の

各種融資 
一般の金融機関が行う金融を補完することを目的に、

小規模・中小企業向けに、各種融資を実施しています。 
日本政策金融公庫 

新たな販路開拓に向けた機会の提供による支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
３１ 商工会・商工会議所の

ビジネスマッチン

グ・異業種交流会 

商工会・商工会議所でおこなっている、新規取引先の

開拓やマーケティングに活用いただくための受発注

商談会や異業種交流会。 

商工会・商工会議所 

３２ 中小企業振興公社の

異業種交流会 
東京都中小企業振興公社では、「共同受注」や「新技

術・新製品開発」を目的として様々な業種の企業が集

う異業種交流グループを育成・支援しています。 

東京都中小企業振興

公社 

３３ 取引情報の提供、受発

注商談会 
インターネット上の情報公開や面談形式の商談会を

通じて、企業の特長に合った取引情報の提供の機会を

提供しています。 

東京都中小企業振興

公社 

 

 
 
３４ ニューマーケット開

拓支援事業 
「ビジネスナビゲータ」が中小企業の優秀な製品、高

度な技術力を商社・メーカー等に積極的に紹介するこ

とにより、 新しい販路先の開拓を支援します。 

東京都中小企業振興

公社 

３５ 海外展開に関する各

種支援施策 
海外展開に関するセミナーや無料窓口相談、各種情報

提供など、各団体で様々な支援を実施しています。 
JETRO、商工会・商

工会議所、東京都中

小企業振興公社他 
３６ 産学公連携相談窓口 大学や公的機関の持つ研究能力や知見、相談機能を広

く活用できるよう、東京商工会議所が連携研究機関と

の間を無料で橋渡しする制度。東商を通じた相談によ

り、連携する 40（2019 年 7 月現在）の研究機関へ一

度に依頼することが可能です。 

東京商工会議所 

 
専門家による具体的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
４１ 商工会・商工会議所の

専門窓口相談 
経営指導員による一般経営相談の他、専門相談員（税

理士・公認会計士・弁護士・不動産鑑定士・ＩＴコン

サルタント・貿易コンサルタント等）による窓口相談

です。 

商工会・商工会議所 

４２ 中小企業振興公社の

総合相談 
都内中小企業者の皆様からの経営相談について、一ヵ

所で総合的に対応する相談窓口です。 
東京都中小企業振興

公社 
４３ 専門家派遣 

(エキスパートバンク) 
小規模事業者の皆さんがお持ちの経営課題に適した

登録エキスパート(専門家)を事業所に派遣、具体的・

実践的なアドバイスにより問題の解決に役立ててい

ただきます。（原則 3 回まで無料） 

商工会・商工会議所 

４４ 専門家派遣事業 経営上の様々な課題を解決するため、専門家が企業の

現場へ出向いて支援します。（１回あたり１万数千円

の費用負担があります） 

東京都中小企業振興

公社 

４５ ミラサポ 公的機関の支援情報・支援施策（補助金・助成金など）

の情報提供や、経営の悩みに対する先輩経営者や専門

家との情報交換の場を提供する、中小企業・小規模事

業者の未来を支援するサイトです。各種専門家の無料

派遣も行っています。 

中小企業庁 

従業員教育等、人的資源のスキル向上を図る支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
５１ 講師派遣型研修 経営課題の解決に向け、自社で研修を行う場合に、企

業の要望を踏まえて研修メニューの提案及び講師の

派遣（有料）を行います。 

東京都中小企業振興

公社 

５２ 中小企業人材確保・育

成総合支援事業 
人材定着・戦力化、組織活性化を目的として、専門家

（人材ナビゲータ）が定期的に訪問し、人材戦略・育

成計画の策定と運用、人事制度等の設計・見直しに関

するｱアドバイス等を行う、無料の伴走型支援サービ

スです。 

東京都中小企業振興

公社 

５３ キャリアアップ助成

金 
非正規雇用の労働者の企業内でのキャリアアップ等

を促進するため、これらの取組みを実施した事業主に

対して助成される助成金です。 

ハローワーク 

５４ 東京都中小企業職業

訓練助成制度 
中小企業等が行う従業員に対する短時間や小規模の

職業訓練の実施に係る経費について助成を行います。 
東京都産業労働局 
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主な中小企業支援施策一覧表 （2019） 
中小企業活力向上プロジェクトネクストに係る支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
１１ アシストコース 

 
経営診断後の短期的な課題解決から、中長期的な課題

解決まで、課題解決に適した専門家を貴社に最大 9 回

まで派遣し、事業計画の策定などを含めた実践的なサ

ポートをおこないます。（同様の専門家派遣事業（エ

キスパートバンク等）は後述 43、44 に記載していま

す） 

商工会・商工会議所 

１２ フォローアップ 
コース 
 

アシストコース等で事業計画を策定したのちに、新た

な課題への取り組みが必要となった場合に、課題解決

に適した専門家を貴社に最大 5 回まで派遣し、継続し

た実践的なサポートをおこないます。 

商工会・商工会議所 

１３ 販路拡大助成事業 販路拡大を目的とした、国内外展示会への出展・PR
等に要する経費の一部について 150 万円を上限に助

成（助成率 1/2 もしくは 2/3）する制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

１４ 制度融資 
（金利優遇） 

成長アシストコースおよびアシストコースの利用者

が申請できる優遇制度です。（産業力強化融資－チャ

レンジ） 

東京都産業労働局 

補助金・助成金・制度融資による資金的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
２１ 新製品・新技術開発助

成事業 
実用化の見込みのある新製品・新技術の自社開発を行

う都内中小企業者等に対し、その研究開発経費を、

1,500 万円を上限に助成（助成率 1/2）する制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

２２ 革新的事業展開設備

投資支援事業 
競争力強化、成長産業分野への参入、IoT・ロボット

活用、後継者によるイノベーションを目指す際に必要

となる最新機械設備の購入について、最大 3,000 万円

〜１億円の助成金（助成率 1/2 または 2/3）を受けら

れる制度です。 

東京都中小企業振興

公社 

２３ ものづくり・商業・サ

ービス生産性向上促

進補助金 

ものづくり・商業・サービスの分野で革新的な取組に

チャレンジする中小企業に対し、最大 1,000 万円の補

助金（補助率 1/2 または 2/3）が受けられる制度です。 

東京都中小企業団体

中央会 

２４ 小規模事業者持続化

補助金 
小規模事業者が経営計画に基づいて実施する販路開

拓等の取り組みに対し、原則 50 万円を上限に補助金

（補助率 2/3）が受けられる制度です。 

日本商工会議所 
全国商工会連合会 

２５ マル経融資 商工会議所・商工会の経営指導を受けている小規模事

業者が無担保・保証人不要・低金利で融資を受けられ

る、国（日本政策金融公庫）の公的融資制度です。 

商工会・商工会議所 

２６ 事業承継補助金 事業承継を契機に経営革新等に取り組む事業者が、最

大 100〜1,200 万円の補助金（補助率 1/2 または 2/3）
を受けられる制度です。 

中小企業庁 

２７ 各種制度融資 東京都、各市区町村による利子補給を含む融資あっせ

ん制度です。（信用保証協会による保証要） 
東京都・市区町村 

２８ 日本政策金融公庫の

各種融資 
一般の金融機関が行う金融を補完することを目的に、

小規模・中小企業向けに、各種融資を実施しています。 
日本政策金融公庫 

新たな販路開拓に向けた機会の提供による支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
３１ 商工会・商工会議所の

ビジネスマッチン

グ・異業種交流会 

商工会・商工会議所でおこなっている、新規取引先の

開拓やマーケティングに活用いただくための受発注

商談会や異業種交流会。 

商工会・商工会議所 

３２ 中小企業振興公社の

異業種交流会 
東京都中小企業振興公社では、「共同受注」や「新技

術・新製品開発」を目的として様々な業種の企業が集

う異業種交流グループを育成・支援しています。 

東京都中小企業振興

公社 

３３ 取引情報の提供、受発

注商談会 
インターネット上の情報公開や面談形式の商談会を

通じて、企業の特長に合った取引情報の提供の機会を

提供しています。 

東京都中小企業振興

公社 

 

 
 
３４ ニューマーケット開

拓支援事業 
「ビジネスナビゲータ」が中小企業の優秀な製品、高

度な技術力を商社・メーカー等に積極的に紹介するこ

とにより、 新しい販路先の開拓を支援します。 

東京都中小企業振興

公社 

３５ 海外展開に関する各

種支援施策 
海外展開に関するセミナーや無料窓口相談、各種情報

提供など、各団体で様々な支援を実施しています。 
JETRO、商工会・商

工会議所、東京都中

小企業振興公社他 
３６ 産学公連携相談窓口 大学や公的機関の持つ研究能力や知見、相談機能を広

く活用できるよう、東京商工会議所が連携研究機関と

の間を無料で橋渡しする制度。東商を通じた相談によ

り、連携する 40（2019 年 7 月現在）の研究機関へ一

度に依頼することが可能です。 

東京商工会議所 

 
専門家による具体的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
４１ 商工会・商工会議所の

専門窓口相談 
経営指導員による一般経営相談の他、専門相談員（税

理士・公認会計士・弁護士・不動産鑑定士・ＩＴコン

サルタント・貿易コンサルタント等）による窓口相談

です。 

商工会・商工会議所 

４２ 中小企業振興公社の

総合相談 
都内中小企業者の皆様からの経営相談について、一ヵ

所で総合的に対応する相談窓口です。 
東京都中小企業振興

公社 
４３ 専門家派遣 

(エキスパートバンク) 
小規模事業者の皆さんがお持ちの経営課題に適した

登録エキスパート(専門家)を事業所に派遣、具体的・

実践的なアドバイスにより問題の解決に役立ててい

ただきます。（原則 3 回まで無料） 

商工会・商工会議所 

４４ 専門家派遣事業 経営上の様々な課題を解決するため、専門家が企業の

現場へ出向いて支援します。（１回あたり１万数千円

の費用負担があります） 

東京都中小企業振興

公社 

４５ ミラサポ 公的機関の支援情報・支援施策（補助金・助成金など）

の情報提供や、経営の悩みに対する先輩経営者や専門

家との情報交換の場を提供する、中小企業・小規模事

業者の未来を支援するサイトです。各種専門家の無料

派遣も行っています。 

中小企業庁 

従業員教育等、人的資源のスキル向上を図る支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
５１ 講師派遣型研修 経営課題の解決に向け、自社で研修を行う場合に、企

業の要望を踏まえて研修メニューの提案及び講師の

派遣（有料）を行います。 

東京都中小企業振興

公社 

５２ 中小企業人材確保・育

成総合支援事業 
人材定着・戦力化、組織活性化を目的として、専門家

（人材ナビゲータ）が定期的に訪問し、人材戦略・育

成計画の策定と運用、人事制度等の設計・見直しに関

するｱアドバイス等を行う、無料の伴走型支援サービ

スです。 

東京都中小企業振興

公社 

５３ キャリアアップ助成

金 
非正規雇用の労働者の企業内でのキャリアアップ等

を促進するため、これらの取組みを実施した事業主に

対して助成される助成金です。 

ハローワーク 

５４ 東京都中小企業職業

訓練助成制度 
中小企業等が行う従業員に対する短時間や小規模の

職業訓練の実施に係る経費について助成を行います。 
東京都産業労働局 
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2019 年度 中小企業活力向上プロジェクトネクスト 

【フォローアップコース】 アンケート調査票   記入日：    年   月   日  
 

Ⅰ．貴社について 
 
貴社の業種 
（最も近いもの１つに○） 

１．建設業    ２．製造業  ３．卸売業   ４．運輸業・情報通信業   
５．小売業    ６．飲食業  ７．サービス業 ８．その他（       ） 

貴社の従業員数 （       ）人 ※役員、パート・アルバイトは従業員数に含みません 

貴社の財務状況 売上高（    ）千円 ／ 売上総利益（    ）千円 ／ 経常利益（    ）千円 
※個人の場合は税引き前所得  

Ⅱ．ご利用になられた結果について 

問１. 貴社が利用した支援（フォローアップコース）に関して、以下の記述はどの程度当てはまりますか。 
（①～③のそれぞれについて、１～５のいずれか 1 つに○） 

設問 
状況 

そう思う ⇔ そうは思わない 

① 支援の総合的な評価としては総じてよかった。 ５  ４  ３  ２  １ 

② コーディネーターは、当社の課題を適切に分析し、課題解決に最適

なディレクターを選定してくれた。（コーディネーター不在の場合は無記入） 
５  ４  ３  ２  １ 

③ 選定されたディレクター等の専門家は、支援にあたっての専門性が

高く、当社の成長に役立った。 
５  ４  ３  ２  １ 

※コーディネーターとは課題の切り分けと適切な専門家を選定するために、貴社をサポートさせていただいた担当者で、ディレクターとはコーデ

ィネーター等に選定されて、貴社の課題解決に具体的に支援をさせていただいた専門家を指します。  
問２. 今回の支援を受けられた結果、どのような効果が得られましたか。ご自由にお書きください。 
 

 
 
問３. 当事業以外で、どのような施策を利用されましたか。別紙（付属資料）の一覧表の中から、近い内容の番

号を記載ください（当てはまるもの３つ記載） 

施策の番号 その他の施策の名称等 ※一覧表にない施策を利用の場合、わかる範囲で名称・内容をご記入ください 

    
 
Ⅲ．中小企業活力向上事業の支援後における貴社の業績、変化について 

問４. 一連の支援を受ける前（経営診断を受診する前）と比べて、貴社の業績はどうなりましたか。（1 つに○） 
１．売上が増加 ２．利益が増加 ３．売上も利益も増加 ４．変化なし ５．売上も利益も減少 

 
問５. 支援後において、「従業員がやる気になった」など、貴社における変化についてご記入ください。 
 

 
Ⅳ．中小企業活力向上プロジェクトネクストの改善に向けたご意見について 

 
問６. 中小企業活力向上プロジェクトネクストに関してのご意見をご自由にご記入ください。 
 

 

 

質問は以上です。お忙しい中ご協力いただき、誠にありがとうございました。 
---------------------------------------------------------（事務局記載欄）--------------------------------------------------------- 

案件番号 ： No.（        ）   

担当団体名 ： （                 ） 商工会・商工会議所  

担当コーディネーター（もしくは経営指導員） ：                        



（参考資料）アンケート調査票
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（付属資料） 

主な中小企業支援施策一覧表 （2019・フォローアップコース） 

計画策定等に係るソフト支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
１１ 経営計画（ローカルベン

チマーク活用推奨） 

企業の経営状態の把握を行うツールとして、企業の経

営者等や金融機関・支援機関等が、企業の状態を把握

し、双方が同じ目線で対話を行うための基本的な枠組

みであり、事業性評価の「入口」として活用されるこ

とが期待されるもの。 

経済産業省 

１２ 経営力向上計画 経営力向上のための人材育成や財務管理、設備投資な

どの取組を記載した「経営力向上計画」を事業所管大

臣に申請し、認定されることにより中小企業経営強化

税制（即時償却等）や各種金融支援が受けられる制度。 

中小企業庁 

１３ 経営革新計画 「新事業活動」に取り組み、「経営の相当程度の向上」

を図ることを目的に策定する中期的な経営計画書で、

計画策定を通して現状の課題や目標が明確になるな

どの効果が期待できるほか、計画が承認されると様々

な支援策の対象となる。 

東京都産業労働局 

１４ 先端設備等導入計画 労働生産性向上を目的として先端設備等を導入する

計画を策定し、市町村の認定を受けることにより、税

制支援（固定資産税の軽減措置）や金融支援（制度融

資の別枠保証）等を受けられる制度。 

中小企業庁 

１５ 事業承継計画 事業承継に向けて取り組むべき内容、手順をまとめた

計画書。 
経済産業省他 

１６ 創業計画 創業に向けて取り組むべき内容、手順をまとめた計画

書。 
日本政策金融公庫他 

１７ 働き方改革実行計画 「非正規雇用の処遇改善」「賃金引上げと労働生産性

向上」「長時間労働の是正」「柔軟な働き方がしやすい

環境整備」など９つの分野についてのロードマップ。 

首相官邸 

１８ 都道府県各種計画 東京都に提出する各種計画等。 東京都 

１９ 市区町村各種計画 各市区町村へ提出する計画等。 各市区町村 

 

補助金・助成金による資金的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
２１ 小規模事業者持続化

補助金 

小規模事業者が経営計画に基づいて実施する販路開

拓等の取り組みに対し、原則 50 万円を上限に補助金

（補助率 2/3）が受けられる制度。 

日本商工会議所 
全国商工会連合会 

２２ ものづくり・商業・サ

ービス生産性向上促

進補助金 

ものづくり・商業・サービスの分野で革新的な取組に

チャレンジする中小企業に対し、最大 1,000 万円の補

助金（補助率 1/2 または 2/3）が受けられる制度。 

東京都中小企業団体

中央会 

２３ IT 導入補助金 自社の課題やニーズに合った IT ツールを導入する経

費の一部を補助することで、中小企業の業務効率化・

売上アップをサポートするもの。 

経済産業省 

２４ 事業承継補助金 事業承継を契機に経営革新等に取り組む事業者が、最

大 100〜1,200 万円の補助金（補助率 1/2 または 2/3）
を受けられる制度。 

中小企業庁 

２５ 都道府県補助金 東京都が実施する各種補助金・助成金制度。 東京都中小企業振興

公社 
２６ 市区町村補助金 各市区町村が実施する各種補助金・助成金制度。 各市区町村 

 

 

 

制度融資等の金融制度による資金的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
３１ マル経融資 商工会議所や商工会などの経営指導を受けている小

規模事業者の商工業者が、経営改善に必要な資金を無

担保・無保証人で利用できる制度。（融資限度額 2,000
万円） 

商工会・商工会議所 

３２ 都道府県・市町村金融

制度 

東京都、各市区町村による利子補給を含む融資あっせ

ん制度。（信用保証協会による保証要） 
東京都・市区町村 

３３ 制度融資以外の民間

金融機関融資 

民間の銀行等の金融機関による融資。 各金融機関 

３４ 直接金融（出資、クラウ

ドファンディング 等） 

株主および中小企業投資育成株式会社などからの出

資の他、クラウドファンディング等による直接的な金

融施策。 

東京中小企業投資育

成株式会社他 
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（付属資料） 

主な中小企業支援施策一覧表 （2019・フォローアップコース） 

計画策定等に係るソフト支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
１１ 経営計画（ローカルベン

チマーク活用推奨） 

企業の経営状態の把握を行うツールとして、企業の経

営者等や金融機関・支援機関等が、企業の状態を把握

し、双方が同じ目線で対話を行うための基本的な枠組

みであり、事業性評価の「入口」として活用されるこ

とが期待されるもの。 

経済産業省 

１２ 経営力向上計画 経営力向上のための人材育成や財務管理、設備投資な

どの取組を記載した「経営力向上計画」を事業所管大

臣に申請し、認定されることにより中小企業経営強化

税制（即時償却等）や各種金融支援が受けられる制度。 

中小企業庁 

１３ 経営革新計画 「新事業活動」に取り組み、「経営の相当程度の向上」

を図ることを目的に策定する中期的な経営計画書で、

計画策定を通して現状の課題や目標が明確になるな

どの効果が期待できるほか、計画が承認されると様々

な支援策の対象となる。 

東京都産業労働局 

１４ 先端設備等導入計画 労働生産性向上を目的として先端設備等を導入する

計画を策定し、市町村の認定を受けることにより、税

制支援（固定資産税の軽減措置）や金融支援（制度融

資の別枠保証）等を受けられる制度。 

中小企業庁 

１５ 事業承継計画 事業承継に向けて取り組むべき内容、手順をまとめた

計画書。 
経済産業省他 

１６ 創業計画 創業に向けて取り組むべき内容、手順をまとめた計画

書。 
日本政策金融公庫他 

１７ 働き方改革実行計画 「非正規雇用の処遇改善」「賃金引上げと労働生産性

向上」「長時間労働の是正」「柔軟な働き方がしやすい

環境整備」など９つの分野についてのロードマップ。 

首相官邸 

１８ 都道府県各種計画 東京都に提出する各種計画等。 東京都 

１９ 市区町村各種計画 各市区町村へ提出する計画等。 各市区町村 

 

補助金・助成金による資金的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
２１ 小規模事業者持続化

補助金 

小規模事業者が経営計画に基づいて実施する販路開

拓等の取り組みに対し、原則 50 万円を上限に補助金

（補助率 2/3）が受けられる制度。 

日本商工会議所 
全国商工会連合会 

２２ ものづくり・商業・サ

ービス生産性向上促

進補助金 

ものづくり・商業・サービスの分野で革新的な取組に

チャレンジする中小企業に対し、最大 1,000 万円の補

助金（補助率 1/2 または 2/3）が受けられる制度。 

東京都中小企業団体

中央会 

２３ IT 導入補助金 自社の課題やニーズに合った IT ツールを導入する経

費の一部を補助することで、中小企業の業務効率化・

売上アップをサポートするもの。 

経済産業省 

２４ 事業承継補助金 事業承継を契機に経営革新等に取り組む事業者が、最

大 100〜1,200 万円の補助金（補助率 1/2 または 2/3）
を受けられる制度。 

中小企業庁 

２５ 都道府県補助金 東京都が実施する各種補助金・助成金制度。 東京都中小企業振興

公社 
２６ 市区町村補助金 各市区町村が実施する各種補助金・助成金制度。 各市区町村 

 

 

 

制度融資等の金融制度による資金的な支援 

番号 施策名 支援概要 実施機関等 
３１ マル経融資 商工会議所や商工会などの経営指導を受けている小

規模事業者の商工業者が、経営改善に必要な資金を無

担保・無保証人で利用できる制度。（融資限度額 2,000
万円） 

商工会・商工会議所 

３２ 都道府県・市町村金融

制度 

東京都、各市区町村による利子補給を含む融資あっせ

ん制度。（信用保証協会による保証要） 
東京都・市区町村 

３３ 制度融資以外の民間

金融機関融資 

民間の銀行等の金融機関による融資。 各金融機関 

３４ 直接金融（出資、クラウ

ドファンディング 等） 

株主および中小企業投資育成株式会社などからの出

資の他、クラウドファンディング等による直接的な金

融施策。 

東京中小企業投資育

成株式会社他 
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取締役：内山道子氏（左）、代表取締役：森川秀行氏（中）、取締役：内山章氏（右）

株式会社ユニフローズ

“流体で自然科学にアプローチする”個性あるオンリーワン製品
事業計画書作成支援　〜事業承継と新規事業に向けて〜

DATA●株式会社ユニフローズ
創業年：1985年　従業員数：54人　業種：製造業（理科学機器、医用機器、分析機器等の製造）
所在地：東京都あきる野市山田405-3　URL：http：//www.uniflows.co.jp/

■企業概要
株式会社ユニフローズ（代表取

締役：森川秀行氏）は、理科学機
器、医用機器、検査機器向けの計
量・送液ポンプ、脱気装置、切換
バルブ等の開発、製造、販売を行っ
ている。特に医用機器については
創業直後から力を入れ、医療機器
製造業許可、第二種医療機器製造
販売業許可を取得している。

また「医用機器」という特性か
ら、同社は「社会的な供給責任」
にも早くから着目し、BCP（事業
継続計画）を策定している。その
一環である拠点分散として、2011

年の東日本大震災以降、宮崎県に
工場を設立し、災害時にも供給を
継続できる体制を整えている。

■企業の悩み
森川氏は、主に2つの悩みを

持っていた。
1つは、事業承継である。後継

者の内山章氏（長女の夫）と内山
道子氏（長女）が既に取締役とし
て在籍はしているが、身内だから
こその承継の難しさを感じていた。
そこで、信頼のおける第三者の専
門家に間に入っていただくことで、
円滑な事業承継を行うべく早期に
具体的な計画を作りたいと考えて

いた。
もう1つは、新規事業について

である。近年「子どもの理科離れ」
が叫ばれ、当社の基礎技術である
理科学分野の人材が少なくなって
いることに、森川氏は危機感を
持っていた。そこで、理科学に興
味を持つ子どもを増やしていきた
いと考え、飲み物や食べ物等の成
分量を短時間で簡単に測ることが
できる、教育用の小型高速液体ク
ロマトグラフ「e-HPLC ことり」
を自社開発した。しかし「e-HPLC 
ことり」は、これまで当社が事業
展開してきた分析機器分野とは異
なる「教育分野」への新たなチャ
レンジであり、新規の販路開拓が
必要であった。

森川氏はこれらの2つの悩みを
自社内だけで解決することは難し
いと考え、本プロジェクトの経営
診断を利用することにした。

■導き出された課題
中小企業活力向上チェックシー

トの内容をもとに、当社の事業分
野に豊富な知見を持つ中小企業診
断士が経営診断を実施し、現状把
握と課題抽出を行った。

経営診断の結果、①具体的な事
業承継計画の策定、②そのために
必要な事業計画の策定、③新事業

「e-HPLC ことり」の販売促進と
販路開拓、の3点が重点課題とし
て挙げられた。

専門家からは、「経営権と資産

支援事例 1
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取材・執筆：中小企業診断士　徳田友美
経営診断担当：川本比呂史氏／コーディネーター：橋爪直幸氏／アシストコース担当（ディレクター）：川本比呂史氏／経営指導員：山口純氏（あきる野商工会）

を後継者に承継するだけでなく、
中長期的な事業計画を立て、それ
を踏まえて具体的な事業承継計画
を策定することが大切である」と
いう説明があった。

森川氏はそれを聴いて、「これ
まで心血を注いできた事業を次の
世代に継承・発展させ、従業員が
安心して働き続けられるようにす
るためにも、事業計画と事業承継
計画の策定に取り組まねば」と思
いを新たにした。

■実行支援
本プロジェクトのアシストコー

スを利用して、専門家から具体的
なアドバイスを受けながら、上記
の課題解決に向けて取り組んだ。

事業計画策定にあたって、まず
は経営理念の可視化に取り組んだ。
これまでも森川氏から経営陣や従
業員に対して、当社の信条やモッ
トーは発信されていたが、この機
会に一度整理し、全員で共有でき
るようにしようという趣旨である。
これには多くの時間を要したが、
創業の思いや社名に込めた願い等、
森川氏と後継者の2人が認識を共
有するための大変有効な場になっ
た。内山章氏は「会社は今後何を
目指して進むのか、皆がベクトル
を合わせるための指針が必要だっ
た。その土台ができたことは、大
きな一歩であった。」と語る。

事業計画書には、主要製品別の
売上目標や、事業別の人員計画等
も盛り込まれた。また、現状と目
標のギャップから「取り組むべき
具体的な課題」を抽出し、実行プ
ログラムをスケジュール化した。
今後はスケジュールに基づき、確
実 な 実 行 を 推 進 す る た め の
PDCAを回していくつもりであ
る。

新規事業の「e-HPLC ことり」
の販売促進と販路開拓も計画に組
み込まれ、専門家からアドバイス
を 受 け な が ら、 展 示 会「JASIS 
2019」への出展、子ども科学教
室の実施、新聞・他メディアへの
掲載等のプロモーション活動が実
施された。

事業承継計画についても、専門
家の支援を受けながら具体的な内
容を固めていき、完成させること
ができた。

■その後の変化・成果
本プロジェクトの支援をきっか

けに、毎月定例で経営会議を実施
するようになり、より事業計画の
計画的な遂行を意識するように
なった。

新規事業の「e-HPLC ことり」
についても、展示会来場者へのコ
ンタクトや出張デモの実施等、積
極的な営業活動が始まり、今後の
取引先拡大に期待が持てる。

企業の声
技術屋の特性なのか「言わなく

てもわかるのではないか」と思い、
自分からはなかなか後継者に話が
できていませんでした。中小企業
診断士の先生に間に入っていただ
いたことで、後継者へ伝えるべき
様々な想いを引き出していただく
ことができました。

また、一連の支援の中で、今ま
で知らなかった新しい情報を得ら
れたことも成果として大きかった
と感じています。中小企業は大企
業に比べて情報量が少ないです。
情報が増えれば、そこから次につ
ながる枝葉を増やしていけます。
今後も、ここで得られた情報を活
用し、新規事業である「e-HPLC 
ことり」の販売拡大等に役立てて
いきたいです。

（代表取締役：森川秀行氏）

支援者の声
どこまでも奥深い森川社長の知

識・経験・発想力をいかに“目に
見える形”として引き継いでいく
か、それが今回の支援の最重要
テーマでした。川本先生独特のや
わらかな雰囲気に良い影響を受け
ながら、実効性のある支援が出来
たと思っております。後継者の内
山さん、幹部の皆さんも、毎回川
本先生から出される宿題を、お忙
しい中で見事にクリアされました。
虎の子とも言えるこの事業計画書
に沿って、さらに事業拡大される
ことを祈念しております。

（あきる野商工会：山口純氏）
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主力製品である計量用、送液用ポンプ アメリカやドイツの特許も取得 教 育 用 の 小 型 高 速 液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ
「e-HPLC ことり」
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代表取締役：豊永ひとみ氏、「やなせたかし文化賞」のメダルとともに

株式会社エクラアニマル

子どもたちに本当に見せたいアニメ作品を作るために
〜経営計画策定で会社運営を次のステージへ〜

DATA●株式会社エクラアニマル
創業年：2007年　従業員数： 6人　業種：情報通信業（アニメーション制作）
所在地：東京都西東京市北原町3-6-10　URL：http://anime.or.jp/

■企業概要
株式会社エクラアニマル（代表

取締役：豊永ひとみ氏）は、西東
京市の田無駅から徒歩15分、豊
かな自然環境のなかにある。1982
年、シンエイ動画（本社：西東京
市）で「怪物くん」を手がけてい
た作画監督の本多氏を中心とした
メンバーが独立して創業。2007
年、前身会社を引き継ぐ形で株式
会社エクラアニマルを設立し、豊
永氏が社長に就任した。

アニメーションは、企画会社で
ある元請会社、元請会社から仕事
を受けて下請として原画・動画を
制作する会社、色仕上げを行う会
社、撮影をして音声を入れる会社

と、多くの会社の分業体制で作ら
れる。当社はその中で、原画・動
画を作成する制作会社となる。
「新幹線変形ロボ　シンカリオ

ン」等のテレビアニメ制作を中心
としつつ、自主制作も手がける当
社は、2019年、良心的な漫画等
の芸術的活動に贈られる「やなせ
たかし文化賞」を受賞している。

■企業の悩み
豊永社長の悩みは3つあった。

1つめは、昨年10人のスタッフ
のうち4人の退職が相次いだこと
である。アニメ業界は近年の海外
市場の急拡大で業績拡大している
が、その影響で働くスタッフの業
務量が飛躍的に増加している。特

に制作進行と呼ばれるアニメ制作
のスケジュールを管理する人材へ
の負担が大きい。

2つめは、業界特有の慣習から、
ほとんどすべての契約が口約束で
進行していくことである。そのた
めに当社も何度かトラブルに巻き
込まれ、大きなプロジェクトがと
ん挫したこともある。

そして3つめが、「子どもたち
に本当に見せたいアニメを手作り
で、心をこめて作りたい」という
想いを実現するため企画会社とな
りたいのに、その準備ができてい
ないことである。

持ち前の行動力で、その時々に
才能ある人材を結び付けてアニメ
づくりを行ってきた豊永氏ではあ
るが、事業運営の安定性と、次の
ステップである企画会社へ挑戦す
るためのマーケティング知識が不
足していると認識していた。
「西東京商工まつり」のプロ

デュース等で以前から関わりが
あった西東京商工会から、本プロ
ジェクトを紹介され、利用するこ
とにした。

■導き出された課題
経営診断の結果、中小企業診断

士が指摘した主な課題は、①人材
（特に制作進行担当者）の採用と
育成、②経営全般における管理規
定の整備、③企画会社へ挑戦する
ための中期経営計画作成の3つで
ある。

支援事例 2
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取材・執筆：中小企業診断士　竹本正人
経営診断担当：荒井幸之助氏／コーディネーター：中畑慎博氏／アシストコース担当（ディレクター）：荒井幸之助氏／経営指導員：石坂裕二氏（西東京商工会）

①については、負荷の大きい制
作進行者の採用と育成が何より急
務である。②については、プロジェ
クトごとの収支管理が丼勘定に
なっており、案件ごとに儲かって
いるのかどうかが曖昧な点である。
口約束のみでの契約締結も、いっ
たんトラブルに巻き込まれた時の
影響が大きく、改善が必要である。
③については、経営を安定させ、
本当に作りたい良質な子どものた
めのアニメを作り続けるためにも、
企画会社になる必要がある。その
ためのブランディングと販路拡大
を図ることである。

■実行支援
当社の希望により、本プロジェ

クトのアシストコースを利用して、
専門家から具体的なアドバイスを
受けながら、上記の課題解決に向
けて取り組んでいくことになった。

第一に、人材の採用と育成計画
の実行である。社長のネットワー
クを通じての採用活動の結果、2
名の中国人留学生の採用が決まっ
た。フルタイムではないが、彼ら
を教育するベテラン編集者の支援
体制にも目処が立った。

第二に、各種管理規定の整備で
は、プロジェクトごとの収支を「見
える化」することから始めた。元

請から提示される金額に対して、
当社として、人件費、外注費、そ
の他経費等を見積もることのでき
るフォーマットを作成し、いくら
の利益が出るのかを把握できるよ
うにした。また、口約束で行われ
る契約については、議事録を作成
して、お互いが確認し合うことで
リスクを軽減することとした。

第三に、社長が持っている人脈
や行動力を後押しするような仕組
みとして、ホームページを改訂し、
様々な受賞歴をSNSで積極的に
発信することで、企画会社に必要
なネームバリューをより強く全国
に打ち出す基盤整備を行った。

■その後の変化・成果
本格的な中期経営計画の実践は

これからだが、計画を作り上げて
いく中で、既に多くの変化が起
こっている。人材の採用も決まり、
今後は育成計画に基づいて、一人
前の制作進行者に育てることが目
標だ。また、企画会社への挑戦で
は、既に大手アニメ配信会社やテ
レビ局への企画持込みを開始して
いる。中国大手食品企業にアニメ
CMを納品した実績をもとに、新
たな市場として中国への進出も始
まっている。

企業の声
今回、専門家の方と一緒に計画

を作成するなかで、いろいろな気

づきがありました。特に、数字に

基づいて考える、今あるコンテン

ツをビジネスの視点から見直すと

いうことは、新たな気づきでした。

本来なら経営者としては当たり前

のことなのですが、今まで、身近

に事業を具体的な数字で語り合え

て、経営を俯瞰的に見てくれる方

がいなかったために、なかなか実

行できませんでした。

西東京商工会さんとは長い付き

合いですが、今回の制度を紹介し

ていただき、本当に感謝していま

す。まだまだ、実行フェーズの緒

についたばかりですが、支援して

いただける皆さんと一緒に「子ど

もたちに本当に見せたいアニメ」

を作れるよう成長していきたいと

思います。

（代表取締役：豊永ひとみ氏）

支援者の声
エクラアニマル様は、地元では

知らない方がいないほど有名な企

業です。豊永社長も人脈が広くて、

アイデアが色々出てくる、とても

パワーのある方です。ただし、経

営を数字で見ること、個々のプロ

ジェクトの収益を計算して判断す

ることができていませんでした。

こちらからの提案を真摯に受け止

めていただき、どんどん実行され

ています。今後の社長の活躍を一

市民としても応援していきたいで

すし、専門家として継続的にご支

援できれば嬉しく思います。

（経営診断／アシストコース担当：

中小企業診断士　荒井幸之助氏）
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アニメーションの作成現場と作画監督の本多氏

自主制作作品「フイチンさん」「風のように」
とオリジナルキャラクター「キャラ丸くん」
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代表取締役：𣘺本連氏（左）、経営管理室室長：境田恵氏（右）

株式会社ブリジア

セレクト力とトータルコーディネート力が強みの
「インテリア総合プロデュースのプロ集団」
〜ビジネスモデルを再構築し、収益率改善に成功〜

DATA●株式会社ブリジア
創業年：2005年　従業員数：8 人　業種：小売業（家具・インテリア・雑貨の製造・販売）
所在地：東京都八王子市南町3-8 2F　URL：https://www.bridger.co.jp/

■企業概要
株式会社ブリジア（代表取締役：

𣘺本連氏）は、家具・インテリア
雑貨の製造・販売を手掛けており、
オリジナル製品の開発やリノベー
ションとインテリアを複合させた
空間コーディネート等の独自サー
ビスに強みを有している。

2005年設立当初は人材コンサ
ルティング事業を行っていたが、
もともと家具業界に従事していた
代表・𣘺本氏が原点に立ち返り、
2009年よりインテリア事業を開
始した。通販ショップと実店舗を
通じて、素材・デザイン・加工方
法等、商品ができるまでのストー
リーを大切にし、こだわりの商品
を提供することで、顧客の支持を
集めている。

■企業の悩み
当社は、取扱い店舗の限られた、

おしゃれでこだわりの商品を多数
提供できる強みを活かし、Web
通販から始めた事業を実店舗での
販売に拡大した。2013年より開
始したオリジナルブランドは好評
を博し、多くの商業施設や企業よ
り引き合いを受けた。このような
状況下、当社ブランドの商品取扱
先を限定し、希少性を高めてブラ
ンド力の向上を図ることで、売上
は順調に伸びていった。

しかし、2017年ごろから大型
店の低価格戦略によるシェア拡大、
検索アルゴリズムの変化、ECモー
ルの価格比較機能による低価格化
の促進等、業界にとって激動の時
期が続いた。当社の売上の半分を

占めていたオリジナル家具の原料
費高騰や、複雑な工程を請負う工
場の納期遅れ等が原因で売上が伸
び悩み、さらには2018年、物流
業者の送料値上げなどの外部環境
変化も加わって、急激に収益性が
悪化した。単価が低い商品ほど売
上に占める送料の比率が大きくな
り、利益が出ない。2018年当時、
最大5店舗あった実店舗の中には、
売上は好調であるものの、売れば
売るほど利益率が下がる店舗も
あった。
「これまでは商品を出せば出し

ただけ売れる状態であったため、
販路拡大などにより売上を上げる
ことは考えても、経費を削減し利
益率をアップさせることにあまり
注力してこなかった」と𣘺本氏が
話すように、それまでは“売上重
視”で経営していたという。しか
し「収益性を回復させるには、外
部環境の変化にも耐えうる緻密な
経営戦略が必要。そのためには、
これまで接点を持たなかった外部
の専門家のアドバイス等も積極的
に取り入れたい」と考え、八王子
商工会議所に相談したところ、本
プロジェクトを紹介され、活用す
るに至った。

■導き出された課題
専門家による経営診断の結果、

外部環境の急激な変化に対応する
ため、収益性を確保できるビジネ
スモデルの再構築が必要であると

支援事例 3
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取材・執筆：中小企業診断士　横澤　希
経営診断担当：谷　讓治氏／アシストコース担当（ディレクター）：谷　讓治氏／経営指導員：木村 文香氏（八王子商工会議所）

のアドバイスを得た。具体的には、
①中期計画の作成と実行、②原価
分析（特に物流費の低減）と価格
戦略の見直し、③出店戦略の見直
し、④商品戦略の見直しの4項目
であった。

これら4項目に取り組むため、
まずは外部環境分析だけでなく、
当社の現状を把握・分析するとこ
ろから始めた。これまで、「適正
な輸送費はどのくらいか」「どの
商品がどの地域・販売チャネルで
どれだけ売れているのか」「原価
率・利益率はどの程度か」等、当
社の現状は明確になっていなかっ
た。「業績の悪化というものを体
験したことがなく、何をどうした
らよいか、どこから始めたらよい
か、見当がつかなかった。まずは
専門家の先生と一つ一つ確認して、
膿を出していくことから始めた」
と𣘺本氏は当時を振り返る。

■実行支援
引き続き、本プロジェクトのア

シストコースを活用し、専門家2
名と商工会議所の経営指導員で構
成されるチームに具体的なアドバ
イスを受けながら、上記課題に取
り組んでいくことになった。

まず、商品一つひとつについて
売上・原価・利益率等に分解し、
送料及び輸送用の梱包箱サイズの
検証や、地域別の売上の検証を
行った。その結果、送料の適正化、
販売強化地域の特定・注力により
物流費の削減を図ることができた。
同時に、商品販売構成などから顧
客ニーズの分析・把握を行い、取
扱商品の見直しを行った。結果、
①顧客ニーズが高く利益率の高い
商品に注力することに加えて、②
実店舗における商品陳列・接客方
法、及びWeb店舗のページ構成
を変更することで、売上と利益率

は大きく改善した。
次に、5店舗あった実店舗のう

ち、利益率の低い店舗は閉店し3
店舗に絞った。そして、資源を当
社の強みである「セレクト力、取
扱商品の希少性、トータルコー
ディネート力」を活かせる分野に
配分し、法人向けの卸売業とイン
テリアコーディネート業も本格的
にスタートさせた。

■その後の変化・成果
中期計画を作成・実行し、価格

戦略、商品戦略、出店戦略を見直
すことで、経営状況は飛躍的に改
善してきている。

また、卸売業を始めたことで、
①仕入掛率低下、②インテリア
コーディネートなどの依頼増加に
つながり、利益率は5％以上向上
した。

一度は休止していたオリジナル
商品の開発も2019年11月より
再開。休止期間に受けた予約注文
に応える形で、順調な再スタート
を切った。オリジナルブランド

『BIMAKES（ビメイクス）』は、ア
メリカ西海岸のミッドセンチュ
リーモダンを基調としたファッ
ションファニチャーで、ファッ
ションやライフスタイルにこだわ
る若者から壮年まで幅広い年齢層
にファンを持つ。全国版のファッ
ション雑誌に取り上げられる等、
注目度は高い。

企業の声
本プロジェクトでは、信頼でき

る専門家チームの皆さんとお話を
する中で、日ごろより考えている
事柄が整理され、弊社の強みを再
発見し、進むべき方向性がより明
確になったと思います。これから
の時代に合わせて複数のプロジェ
クトを企画し、現在進行中ですが、
一つ二つと着実に結果が出始めて
おります。

経営は、楽しみだけでなく苦し
いことも多いのですが、月に一度、
専門家の先生にご訪問いただき、
アドバイスを頂けることは、この
激動の時代における経営者にとっ
ては、とてもありがたいことだと
思います。なにより、私どものた
めにできることを何でもやろうと
してくださる姿勢に感動し、私ど
もも頑張らねば、と元気を頂きま
した。

八王子には、商売をしている人
たちがみな個性的で温かいといっ
た地域性があります。このような
中で、地元企業、職人とのコラボ
レーション、ワークショップ等の
イベント企画などにもより力を入
れつつ、強みを活かした経営をす
ることで、八王子を盛り上げ、恩
返しをしていきたいと考えていま
す。

（代表取締役：𣘺本連氏、
経営管理室室長：境田恵氏）

支援者の声
「業績悪化の現状を何とか打破

したいが、アドバイスを頂けない
か」というお問い合わせをメール
でいただき、急いで職場を飛び出
して、ブリジア様の事情を伺いま
した。相談の中で本プロジェクト
の活用をご提案し、お付き合いが
始まりました。𣘺本社長には経営
者としての危機感と必死さが根本
にあり、専門家の助言に対し、真
摯に取り組んでおられました。そ
のため、ご支援がうまく噛み合っ
たと感じます。今後も経営者・専
門家・支援団体それぞれの役割を
意識して支援にあたり、皆一緒に
成長できればと思います。

（八王子商工会議所：木村文香氏）
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こだわりの商品が並ぶ実店舗。商品陳列を変え
ることで売上が向上した
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代表：森田周一氏

M Seem（エムシーム）

業務用機械の設計から導入まで一貫して顧客を支える技術者集団
〜鶏肉カット機の拡販でさらなる成長へ〜

DATA●M Seem（エムシーム）
創業年：2010 年　従業員数：2 人　業種：製造業（FA機械設計、制御盤設計、試作、保守他）
所在地：東京都青梅市今井1-334-3　URL：http://www.m-seem.com/index.html

■企業概要
M Seem（代表：森田周一氏）

は青梅市で顧客のニーズに合わせ
た、FA機 械 設 計、 制 御 盤 設 計、
試作、保守、3次元CAD導入教
育サポートを行っている。

森田氏は業務用機械のエンジニ
ア出身であり、CAD/CAMを基
盤とした技術力を強みとする。従
業員1人、協力会社メンバー9人
と協力し、設計から保守、教育ま
で幅広いサービスの実現を可能と
し、取引先企業から信頼を得てい
る。営業面では、個々のお客様の
ニーズを具体的に理解し、価格競
争に陥らない提案を行っている。
既存顧客との関係は、従業員や協

力会社のメンバーからの情報を取
り入れながら、良好に維持してい
る。

■企業の悩み
森田氏は、大口案件の受注・失

注の影響が大きく、売上に好不調
の波があることに困っていた。コ
ンスタントに受注し続けることで、
経営の安定性を高める必要があっ
た。既存顧客との関係は良好だが、
新規顧客の開拓については、具体
的にどのような顧客をターゲット
とし、強みである技術力をどのよ
うに訴求すべきか、決められずに
いた。

また、コスト面では、人件費の
増加が悩みであった。業績の変化

が大きい中で人件費をどのように
管理するべきか、人件費を抑えな
がらも優秀な技術者を確保するに
はどうすればよいか、考えあぐね
ていた。また、協力会社のメンバー
が多くいるため、各々の個性やス
キルに合った指導やアサインをす
ることで適材適所を実現する仕組
みの構築が必要であった。

従業員もある程度育ち、社長業
に時間を割くことができている中、
さらなる成長を目指すには、売上
とコストの両方を考慮した事業計
画を立案し、個人ではなく集団と
して、一丸となった経営を行うこ
とが必要だと認識していた。

独立当初から関わりがあった青
梅商工会議所に相談し、以前から
提案を受けていた本プロジェクト
を利用することにした。

■導き出された課題
中小企業活力向上チェックシー

トの内容を踏まえて、製造業支援
に豊富な知見を持つ中小企業診断
士が経営診断を実施し、現状整理
と売上拡大、コスト抑制に向けた
課題把握を行なった。

経営診断の結果、①技術力、チー
ム力等の強みを活かした営業戦略
を展開するため、重点市場を選定
し売上計画を立案する、②活動市
場を絞り込んで専門性を高めるた
め、ニーズの把握と競合に勝つた
めの提案価値を創造する、③従業
員の健康とモチベーションを向上

支援事例 4
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取材・執筆：中小企業診断士　伊原知希
経営診断担当：山口良明氏／アシストコース担当（ディレクター）：山口良明氏／経営指導員：細川卓也氏（青梅商工会議所）

させ、安定的な事業継続と成長を
実現するため、適切な評価制度等
の内部管理体制を整備する、の3
点を重点課題とすることになった。
さらなる売上の拡大とコスト削減
のため、それぞれ達成目標を明確
に掲げ、計画的な活動によりその
実現を目指すことが必要であった。

■実行支援
当社の希望により、引き続き当

事業のアシストコースを利用して、
専門家から具体的なアドバイスを
受けながら、上記の課題解決に向
けて取り組んでいった。

①重点市場の選定と売上計画立
案については、新市場と既存市場
での将来の受注割合とそこに至る
中間目標を設定した。また、重点
市場を鶏肉加工業界と定め、知名
度向上のため展示会の出展や商談
会の参加を行うこととし、それら
に向けたプレゼン資料の作成につ
いて支援を受けた。販路開拓の
ツールとする鶏肉カット機のパン
フレット作成費を捻出するため、
補助金申請の方法も学んだ。

②ニーズの把握と提案価値の創
造については、鶏肉加工業界のバ

企業の声
2010年に独立して以来、青梅

商工会議所の皆様にお世話になっ

ています。特に、細川様はいつも

対応が早く、大企業とのマッチン

グ交流会等も積極的に提案してく

ださるため、感謝しています。

事業戦略や計画の策定、内部管

理体制の整備といった中長期的な

観点での仕事は、本来代表がやる

べきことですが、通常業務で忙し

いとどうしても疎かになりがちで

す。当社の解決すべき課題と具体

的な取り組み内容が明確になり、

ありがたいと思っています。

また、アドバイスをいただきな

がら補助金の申請も行い、鶏肉

カット機のパンフレットを作成す

ることもできました。今後も引き

続き、ご指導をお願いしたいと考

えています。

（代表：森田周一氏）

支援者の声
森田様が個人プレーヤーとして

ビジネスを始められたフェーズか

ら、代表となって協力会社の方も

含め、技術者集団となった現在ま

で、担当させていただいています。

森田代表は経営セミナーへの参加

や就業規則の作成等、課題に対し

てご自身で実践されており、訪問

するたびに感心いたします。

今後も、鶏肉カット機の他用途

への応用、さらなる発展に向けて、

補助金等の各種支援施策の活用等、

様々な場面でサポートをさせてい

ただきます。

（青梅商工会議所：細川卓也氏）
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補助金を活用して作成した鶏肉カット機のパンフレット 高い技術力を活かして製作した鶏肉カット機

リューチェーンに関する知識や最
新のニーズを学ぶことで、重点市
場のトレンドや課題の把握に努め
た。

③内部管理体制整備については、
業績変化に対応できる総額人件費
管理の考え方や、従業員に制度を
分かりやすく伝えることの重要性
を学んだ。また、人材の適正な評
価やスキルアップを図るため、自
らの経験により培った業務で重要
な考え方やスキルを記載した業務
評価シートを作成した。

■その後の変化・成果
専門家のアドバイスも受けなが

ら、販路開拓目的に使える補助金
を申請し、無事に採択されて、鶏
肉カット機のパンフレットを作成
する費用を確保できた。パンフ
レットが完成し、今後はターゲッ
ト顧客に対して直接営業を行う予
定である。

業務評価シートも作成し、従業
員や協力会社のメンバーに適用し
ている。シートはスタッフとのコ
ミュニケーションの一助となって
おり、各々の個性に合わせた業務
割当てが可能になった。
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ワークショップでスナップバンドを説明する長谷川滋之氏

shige hasegawa design

世界初の「進化系おりがみ」で和の伝統を生かした知育を
〜武蔵野ブランドの推進を商工会議所と複数の専門家のチームが支援〜

DATA●shige hasegawa design
創業年：2005 年　従業員数：1 人　業種：サービス業（プロダクトデザイン）
所在地：東京都武蔵野市関前3-4-11-202　URL：http://www.shige-hasegawa-design.com/

■企業概要
shige hasegawa design（ 代

表：長谷川滋之氏）は武蔵野市を
本拠地とするプロダクトデザイン
オフィスである。長谷川氏は米国
の大学でインテリアデザインを学
び、1999年の卒業時には全米木
製家具デザインコンテストでファ
イナリストに選ばれた。その後、
輸入家具の会社でインテリアデザ
イ ン を 担 当 し た 後、 独 立 し て
2005年にshige hasegawa design
を設立し、デザイン業務の受託を
開始した。また、シンガポールの 

OTTO社でのデザイン事業では
Singapore Design Award 2014
も受賞した。

■企業の悩み
プロダクトデザインの事業は、

受託業務であるため仕事の波が大
きかった。そのため、家具や照明
器具などのオリジナル製品の販売
を始めたが、さらに、子ども向け
の良い品を販売したいという想い
が強くなった。そこで開発したの
が、「スナップバンド」である。
2018年12月から販売を開始し
たこの製品は、柔らかいバンドを

ボタンでパチパチ留めるだけで2
次元の素材から動きのある3次元
の立体造形を作れるという、日本
の伝統的な「おりがみ」を基本に
した世界初の玩具である。

ここで大きな課題になったのは、
本業であるデザインの業務の合間
に、一人で行う販路開拓は容易で
はないということである。長谷川
氏は良い製品を作ることには自信
があったが、販売の経験は乏しい
ので、値段をどう決めるかなどの
ノウハウが無かった。百貨店での
ワークショップで参加者の子供た
ちに使い方を教えた際、生き生き
とした顔で遊んでもらい販売もで
きたことは、製品の力を確信させ
た。また、展示会に出展した時に
は、『日経MJ』が好意的な記事
を書いてくれた。しかし、いずれ
も大きな商談にはつながらなかっ
た。

そこで、武蔵野商工会議所に相
談したところ、本プロジェクトを
紹介され、アシストコースの活用
を視野に入れつつ、まずは「中小
企業活力向上チェックシート」で
セルフチェックを行い、経営診断
を受けることになった。

■導き出された課題
チェックシートの内容を踏まえ

て、中小企業診断士がヒアリング
により現状把握と課題抽出を行っ
た結果、以下の方針が定められた。
①製品の力を活かした市場創造に

支援事例 5
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取材・執筆：中小企業診断士　須藤和夫
経営診断担当：仲田俊一氏／アシストコース担当（ディレクター）：仲田俊一氏／経営指導員：佐伯　健氏（武蔵野商工会議所）

取り組む、②「子供の空間認識能
力が養える教育玩具」であること
を必要な相手に周知させる。その
手段として、WebサイトとSNS

（Facebook、Instagram） の 情
報を有機的に統合する。③ネット
以外の機会である、製品の展示、
価値を実感できる催しなども十分
に活用する。

この中で、②のネット活用は既
にある程度行っていたので、それ
を大幅に改善する方向で早速開始
できた。一方、長谷川氏が特に大
きな課題だと感じたのは③のネッ
ト以外の販路開拓活動であった。
長谷川氏単独での遂行では、人的
資源に限りがあるためである。

■実行支援
長谷川氏からの相談を機に経営

診断を実施して以来、武蔵野商工
会議所ではチームを組んで上述の
課題の解決を支援している。例え
ば、スナップバンドの量産を行う
機械の整備とワークショップ用の
機材購入のため、小規模事業者持
続化補助金の申請をサポートした。

販路開拓に関しては、スナップ
バンドを「武蔵野発」のブランド
として広めるべく、長谷川氏個人
では実現困難な部分について、武
蔵野商工会議所が支援を行うこと
となった。

具体的な取り組み内容として、

①この製品が武蔵野市の福祉施設
で作られており、施設の従業員で
ある障がい者の方々も、一般的な
単純作業にはない穴開けやボタン
の取り付けという作業を喜んでい
るという事実から、社会的な意義
がある事を訴求する、②公益財団
法人武蔵野市子ども協会の運営す
る「おもちゃのぐるりん」（市内
在住の0歳～未就学児とその保護
者が利用できる、おもちゃに特徴
を持たせた自由来所型の施設）で
採用してもらい、体験者を増やす、
③一般社団法人武蔵野市観光機構
の『むさしのプレミアム』（武蔵
野市発おみやげブランド品）に申
請する（既に認定完了）、等が挙
げられる。

■その後の変化・成果
小規模事業者持続化補助金で得

た資金を活用した製造機械や展示
用機器の整備は、順調に進行して
いる。左の写真の背後にあるパネ
ルはその成果物の1つであり、非
常に効果的である。経営診断から
約半年が経過した現在、規模の大
きな契約や爆発的なヒットといっ
た顕著な成果はまだ上がってはい
ないものの、スナップバンドの売
上は徐々に増加しており、今後に
向けて十分に期待できる状況であ
る。

企業の声
私はもともと設計を志して勉強

しました。その後、事業を行う中

で私自身も親になり、子ども向け

に良い物を作りたいという意欲が

湧いて、スナップバンドを考えま

した。この製品はただの玩具では

なく、「おりがみ」のように平面

から曲面を生み出すことにより、

空間認識能力という大事な知性を

磨くことができます。また、私自

身にとっても、受託という波のあ

る事業から、物販という安定性の

ある事業にシフトするために重要

な要素になります。今回は、商工

会議所や専門家の方々と一緒に活

動することで、一人でやっていた

時には難しかった課題の整理がで

きたことが本当に良かったと感謝

しています。現在の物販は売上の

20％位ですが、将来は80％にす

ることを目指していくつもりです。

（代表：長谷川滋之氏）

支援者の声
武蔵野商工会議所では、本プロ

ジェクトを通じて、非常にユニー

クな製品の市場開拓を行うため、

経営診断から計画策定、その後の

実行支援とトータルでの支援を現

在も継続して行っています。その

中で、武蔵野ブランド化や公共の

施設を活用するなどの事業者だけ

では難しいアクションをチームで

支えていけることは、担当として

嬉しく思います。

（武蔵野商工会議所：佐伯　健氏、

関　政己氏）
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スナップバンドのセット。 これはまだ平面で
ある

スナップバンドの組み立て例。平面が容易に曲
面に変化することがわかる。
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代表取締役：砂村雅則氏

株式会社ルドファン

カーテン業界へ新風を呼び込む、経営者の挑戦
〜「散らからないリフォーム」に挑むカーテン専門店〜

DATA●株式会社ルドファン
創業年：1992年　従業員数：7人　業種：小売・卸売・建設業（カーテン等の卸小売・内装工事）
所在地：東京都目黒区自由が丘2-2-19　URL：https://www.le-dauphin.net/

■企業概要
株式会社ルドファン（代表取締

役：砂村雅則氏）は、目黒通り沿
いの自由が丘にショールームを構
えるオーダーカーテンの専門店。
地域に密着した事業を展開してい
る。

カーテンは輸入品を中心に国内
外のブランドを広く取り扱い、取
引先は16ヵ国・50社に及ぶ。直
接メーカーと信頼関係を築くこと
で価値ある商品を輸入し、安心で
きる価格で提供している。また、
フィッティング（採寸・調整）を
重視し、必ず顧客の自宅まで出向
き、採寸を実施することで高い信
頼を得ている。

企業理念は、「お客様に紹介さ

れる店になる」である。地域で必
要とされる存在価値のある会社に
なることを目指している。

■企業の悩み
砂村氏は現在50歳、2代目の

社長になって15年目だ。近年は
業績も堅調であるが、社長就任後
にリーマンショックを経験、40
代は事業の立て直しに追われた。
当時は、不動産業者などの元請か
らカーテンの取付け・施工などを
受注する下請工事が主体だった。
しかし、その元請が次々と倒産し、
会社存亡の危機を迎えた。そこで、
顧客を元請からエンドユーザーに
切り替える体制に変革。ショー
ルームを移転し、立て直しに奮闘
し た。 現 在 で は、 顧 客 の ほ ぼ

100％が地元中心のエンドユー
ザーになっている。

立て直しも目途がついてきた頃、
今度は東日本大震災に遭遇した。
震災後半年の間、カーテンの注文
はパッタリと止まってしまった。
その時、カーテン販売事業の存在
意義を自らに問いただした。やが
て半年が経ち、お客様も部屋を明
るくしたいという要望で、カーテ
ンの注文も戻ってきた。そこで、
カーテン販売事業の存在意義を改
めて認識し、世の中から必要とさ
れていると感じた。併せて、有事
の際もお客様に必ず役に立つ企業
にならなければいけないと強く感
じるようになった。

そこで、今後の事業展開に当た
り、現状の問題点を整理する必要
性を感じ、本プロジェクトを利用
することにした。「中小企業活力
向上チェックシート」への回答を
通じて、改めて自社の問題点を把
握でき、多くの気付きを得られた。

■導き出された課題
当社は、ショールームを中心に

地元に強い基盤を有し、仕入れを
海外のメーカーから直接行うこと
で利益を確保している。その一方、
今後の事業展開に2つの問題点が
挙げられた。①主力商品のカーテ
ンは、現在の顧客からの売上拡大
が難しい。カーテンは高級品かつ
準耐久消費財と見なされ、買い替
えの促進が難しい。また、顧客管

支援事例 6
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取材・執筆：中小企業診断士　板井川浩
経営診断担当：加来国雄氏／コーディネーター：加来国雄氏／アシストコース担当（ディレクター）：田中聡子氏／経営指導員：武田宗太郎氏（東京商工会議所）

理はしているものの現時点では十
分に活用ができていない。②商圏
の拡大が図れていない。長年地元
でショールームを中心とした店舗
での販売を展開してきたため、商
圏が限られていた。これらから導
き出された課題は、①周辺ビジネ
スの拡大、リフォーム事業による
業容拡大。既存の顧客を中心に、
カーテンの販売に加えてリフォー
ム受注を拡大する。②カーテン販
売の商圏の拡大。周辺には港区に
代表される高級志向のエリアがあ
り、そのエリアに拡大を図ること、
の2点である。

■実行支援
当社の希望により、本プロジェ

クトのアシストコースを利用して、
専門家から具体的なアドバイスを
受けながら、上記の課題解決に向
けて取り組んでいくことになった。

当社は、すでにインテリアリ
フォームとしてリフォーム事業に
若干取り組んでいたため、顧客か
らの紹介を今以上に増やし、他社
にはないリフォーム、当社ならで
はの強みを生かしたリフォームを
提案して行くことになった。当社
の強みは、カーテンなどを中心と
した内装インテリアであり、内装
にこだわったリフォーム空間の開
発を目指した。

コンセプトは「散らからないリ
フォーム」。家の片付けに重点を
置くことにした。ヒヤリングから
収納方法までを提案し、必要に応
じて収納家具も実弟の家具工場に
てオリジナルで作成する計画にし
た。しかし、実現のためには専門
知識をもった人材が必要である。
人材確保について専門家に相談し
たところ、「社長自ら資格を取得
されてみては」と助言を受けた。
約1年をかけ整理収納アドバイ
ザー1級の資格を取得した。「厳
しくも適切なアドバイスを専門家
から受けられたことは本当にあり
がたかった」と、砂村氏は当時を
振り返る。

■その後の変化・成果
「散らからないリフォーム」の

プロモーションを2020年春先か
ら計画している。ツールとして動
画を用意。社長自ら登場し、当社
の施工例とリフォームのコンセプ
ト を 熱 く 語 っ て い る 姿 を
YouTubeで配信する予定である。
また、ショールームで収納をテー
マにしたセミナーを定期的に実施
し、当社のリフォームの認知度を
高めていく計画である。年明けか
らスタートダッシュをしたところ
だ。

企業の声
長年悩んでいた迷える子羊を

救ってくれた。「気づき」を与え

てくれたのが一番大きかった。業

容拡大のためには、リフォームを

本格的にやらなければいけないと

は思っていた。会社の企業価値や

存在意義を考える中で、カーテン

販売事業も重要だが、それ以外の

事業も必要であることを、東日本

大震災を契機に思うようになった。

それが、リフォームだろうと漠然

と考えていたが、日々の仕事に追

われ確信を持てずにいた。今回、

専門家と打ち合わせをする中で、

自分の考えが第三者を交えること

で整理でき、会社の道標ができた

ことに感謝している。専門家には、

的確なアドバイスをいただき、整

理収納アドバイザー1級の資格ま

で取らせてもらった。

（代表取締役：砂村雅則氏）

支援者の声
「カーテン販売事業」を営む当

社が「リフォーム事業」を行うこ

とを、当初は意外に思いました。

しかし「この会社の存在意義を常

に考えてきた」という社長のお話

を伺い、この観点から柔軟に発想

した「散らからないリフォーム」

は、当社の歴史や強みを活かして

新たな価値を生み出していけるの

ではないかと感じています。東京

商工会議所としても、専門家とと

もに、引き続きお手伝いできれば

幸いです。

（東京商工会議所：武田宗太郎氏）
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目黒通り沿いの自由が丘ショールーム

お勧めの海外カーテン、カラフルなリネン（麻）
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代表取締役：金子晴恵氏と創業当初からの相棒　クマのぬいぐるみ

株式会社リップルズ

児童の個別学習支援のパイオニアが差別化を図る
〜専門家の知見を素早く活かすことで3期連続赤字からV字回復〜

DATA●株式会社リップルズ
創業年：2002年　従業員数：12人　業種：サービス業（教育、学習支援業）
所在地：東京都杉並区西荻北3-20-7　第2保谷ビル201号室　URL：https://www.andante-nishiogi.com/

■企業概要
株式会社リップルズ（代表取締

役：金子晴恵氏）は、西荻窪で2
つの学習支援教室を営んでいる。
発達の偏りや学習につまずきのあ
る児童を対象に学習支援を行う

「アンダンテ西荻教育研究所」
（2002年開業）と、言語・コミュ
ニケーションや心理・感情の発達
を促すことを目的として児童発達
支援を行う福祉施設「アンダンテ
プリモ」（2016年開業）である。
創業以来、発達障害児等に対する
学習支援のパイオニアとして、地
域や行政にも太いパイプを持って
いる。

大手のような画一的なプリント
学習によるプログラムを提供する
のではなく、児童の特性やニーズ
に応じたプログラムを提供するこ
とを大切にしている。

■企業の悩み
「アンダンテ西荻教育研究所」

を創業した当時は、近隣に競合他
社がなく、生徒獲得もしやすく、
黒字で推移していた。しかし、近
年、大手などの競合他社が増えて
きたことにより、当社の生徒数は
減少し、3期連続の赤字に陥って
しまった。教室事業は仕入がほと
んどなく、月謝が先に入金される
ため、黒字だった今までは資金繰
りをそれほど気にしなくてもよ
かったが、気がつくと今後の資金
繰りが懸念される状況になってい
た。

金子氏は、経営以外にも、担当
児童への指導、親の対応、行政機
関や保育園との連携・調整、従業
員の教育など、やるべきことが多
岐にわたり多忙だった。しかも、
自身もプライベートでは未就学児

を抱えており、業務時間に限りが
あるため、抜本的な見直しに手を
つけられない上、苦手意識のある
資金繰りについては後回しにして
しまっていたのだ。

金子氏は、当時、決算書を見た
父から「このままではいずれ資金
ショートする」と指摘されたこと
で、大きな危機感を感じたものの、
資金繰りや経営の立て直しについ
てはどこからどう手をつけたらよ
いかがわからなかった。改善は
待ったなし、しかし、割ける時間
は限られている。

そこで、本プロジェクトの経営
診断チェックを受け、専門家に支
援をお願いすることにした。

■導き出された課題
金子氏が記載した「中小企業活

力向上チェックシート」の内容を
踏まえて、教育事業に知見を持つ
中小企業診断士が経営診断を実施
した。

経営診断の結果、①赤字経営か
らの脱却、②事業計画の進捗管理
と差異管理の実施、③資金管理体
制の構築、の3つを今後の課題と
して抽出し、まず手を付けるべき
は①赤字経営からの脱却となった。

赤字原因を把握するために、会
場別の損益状況の確認と勘定科目
別に売上に対する経費率の分析を
行ったところ、新規事業の「アン
ダンテプリモ」は黒字となってお
り、既存事業の「アンダンテ西荻

支援事例 7



49

取材・執筆：中小企業診断士　那須美紗子
経営診断担当：伊東康夫氏／コーディネーター：佐藤正樹氏／アシストコース担当（ディレクター）：伊東康夫氏／経営指導員：細田理未氏（東京商工会議所）

教育研究所」の売上高人件費比率
の高さが赤字原因であることが判
明した。そこで、「アンダンテ西
荻教育研究所」のコスト削減を図
るとともに、新メニュー開発によ
り生徒数増加を図り、売上増加を
目指すことにした。

■実行支援
当社の希望により、本プロジェ

クトのアシストコースを利用して、
専門家から具体的なアドバイスを
受けながら、上記の課題解決に向
けて取り組んでいくことになった。

メンバー全員が稼働時間内にど
のような業務に従事しているかを

「見える化」して分析を行ったと
ころ、在籍減により指導従事時間
と指導以外の業務に従事している
時間のバランスが悪くなり、収益
低下を招いていることが判明した。
そこで、従業員と現状の認識合わ
せを行った上で勤務時間の見直し
を行うともに、教室間の往来を極
力減らすことでコストを削減した。

一方、新メニュー開発の第一弾
として、学ぶスキルとモチベー
ションの向上を目指す「ぶれいん
クラブ」を新設。第二弾として補
助金を使って、読むことに困難が
あるお子さんのための支援プログ

ラム「読み力アップコース」を新
設した。それらは、金子氏が専門
家と話すことで改めて気がついた、
一人ひとりの学びの特性に配慮し
た個別の学習支援を専門とする当
社の強みを活かす事業である。長
年の知見を活かした、より専門的
な、他社には無い新しいメニュー
を提供することで、差別化を図っ
た。

他にも、福祉事業である「アン
ダンテプリモ」については、人材
配置の見直しで有資格者の稼働を
増やすことが可能となり、厚労省
が定める報酬加算基準を満たすこ
とで単価アップを実現した。

■その後の変化・成果
様々な取組みにより、生徒数も

増加し、2019年9月期は黒字転
換に留まらず、V字回復と呼べる
まで回復した。その他、資金管理
に関しても、銀行口座を集約して
残高を把握しやすくするところか
ら取り組み始めている。

また現在、2教室を統合できる
物件を探しており、さらに業務効
率化を進める予定だ。また、来年
度より新規メニューも開始する予
定で、さらなる売上増加に向けて
着々と準備を進めている。

企業の声
今までビジネス書は読んでいま

したが、精神論が多く、当社の事

業においては何を指標に管理し、

どのように計画を立てればいいの

かがわかりませんでした。しかし、

教育事業に豊富な知見のある伊東

先生に、当社の理念や想いを理解

していただいたうえで、教室運営

に必要な知識や考え方を教えてい

ただけたことで、当社の事業に自

分であてはめて、様々なことに気

付くことができました。そのおか

げで、見事に黒字転換できただけ

でなく、今後の経営に役立つ知識

を得られたことに、とても感謝し

ています。

当社は、児童のナビゲータとし

て、時には背中を押す存在として、

児童の多様な学びのお手伝いをこ

れからも続けていきたいです。

（代表取締役：金子晴恵氏）

支援者の声
担当の伊東先生は、金子社長の

ことを「事業に関する多大な知見

とアイデアに溢れ、1つの気づき

からいくつもの行動を素早く起こ

すことができる経営センスのある

方」と表現なさっていました。今

回の支援がきっかけとなり、見事

V字回復をなされましたが、それ

は企業様が持つもともとの強みと、

聡明な金子社長の実行力や教育へ

の情熱が、専門家によってうまく

引き出されたからだと感じます。

これからも引き続き、お手伝い

できれば幸いです。

（東京商工会議所：細田理未氏）
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「アンダンテ西荻教育研究所」の新メニュー「読
み力アップコース」の教材
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代表取締役：三ッ井清明氏

株式会社エー・ディー・ピー

紙への印刷から脱却して、業界ナンバーワンを目指す印刷会社
〜部門別の利益を正しく把握し、さらなる生産性向上へ繋げる〜

DATA●株式会社エー・ディー・ピー
創業年： 1999年　従業員数：40人　業種：印刷業
所在地：東京都墨田区亀沢2-15-9　URL：https://print-ya.com/

■企業概要
株式会社エー・ディー・ピー（代

表取締役：三ッ井清明氏）は、東
京都墨田区に本社を置く印刷会社
であり、本社と埼玉県三郷市に工
場がある。

創業当初は、建築図面の印刷が
中心だったが、紙媒体への印刷市
場が減少傾向を辿る中、将来へ向
けて経営基盤を確立すべく、新
サービスの提供に挑戦した。そし
て、現在では、コピー製本の他、
Tシャツへの印刷、大手企業への
常駐対応等、幅広くビジネスを展
開している。現在の主力であるT
シャツへの印刷事業は、三ッ井氏
が社員として働いていた際に、自
ら立上げを行い、10年以上1人

で担当して市場を切り拓いてきた、
思い入れのある事業である。

■企業の悩み
印刷業界全体の市場は、デジタ

ル化に伴って縮小傾向にあるため、
印刷会社の淘汰が進んでいる。一
方で、最新の高性能な印刷機械を
導入すれば高品質なサービスが提
供できることから、新たに参入す
る企業もあり、競争は激化してい
る。

中小企業がこの状況下で生き
残っていくためには、限られた経
営資源（人、モノ、金、ノウハウ）
を、正しく投入していかなければ
いけない。しかし、当社では、会
計事務所から定期的に入手する試
算表だけで業績を判断するしかな

いため、部門別の実態把握が十分
にできず、衰退傾向にある部門の
見極めに苦慮していた。

そこで、2018年度に、本プロ
ジェクトの前身事業で、成長アシ
ストコースを利用した。ここでは、
事業計画の作成と並行して、月次
試算表を最大限活用しつつ、部門
別の実績が把握できるような管理
帳票を新規に作成した。結果、部
門ごとの実態が把握できるように
なり、正しい経営判断が行えるよ
うになった。

次のステップとして、三ッ井氏
は順調に売上が拡大している「T
シャツへの印刷事業」の改善に注
目した。さらなる生産性向上のた
めに、担当者別に生産性を測る基
準を作り、これをもとに、チーム
ごとに改善策を検討する仕組みを
作りたいと考えた。

そこで2019年度は、本プロ
ジェクトのフォローアップコース
を活用することにした。

■導き出された課題
前年度に成長アシストコースで

支援した専門家が継続して支援に
入り、三ッ井氏へのヒアリングを
行って、生産面における以下の問
題点を確認した。
・工場の生産性を測るための指標

がない。
・販売価格設定、コスト計算など、

数値面の検討は三ッ井氏1人で
行っており、従業員は数字を見

支援事例 8
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取材・執筆：中小企業診断士　東俊道
コーディネーター：森尾浩司氏／フォローアップコース担当（ディレクター）：幡野康夫氏／経営指導員：松本知珠氏（東京商工会議所）

ながら工夫や改善をする意識が
薄い。

・ある部門で深夜残業が続いてい
ても、別の部門では定時で退社
するなど、部門間の垣根を越え
て協力する習慣がない。
上記を踏まえ、専門家と三ッ井

氏の間で議論を重ね、今回は以下
の内容で支援を行うことにした。
・工場の生産性を測る指標を導入

する。
・従業員の改善意欲や達成意欲を

増進する。
・部門間の壁を取り払い、工場全

体で協力し合える体制を作る。
・数字を見て、改善策を考えられ

るリーダーを育成する。

■実行支援
まず、社内を9つのチームに分

けて、実態を把握することにした。
次に、当社で導入している業務管
理ソフトと経理ソフトの仕様を確
認して、追加業務を増やさないよ
うに配慮しながら、各チーム間で
生じる取引について、社内で売買
する仕組みを作った。具体的には、
以下の手順で実施した。
①製造部門Aチームで製造した製

品を、営業部門Bチームに引き
渡す際に、Aチームが売って、
Bチームが買う形態をとる。こ
れにより、チーム毎の売上を認
識する。

②従業員の労働時間を、所属チー
ム内の労働時間と他チームを支

援した労働時間に分けて集計す
る。
こうして出来上がったチーム別

の採算表の利益を、各チームの労
働時間で割ることで、チームごと
の「1時間当たりの付加価値額」
を導き出し、生産性の指標とした。
さらに、各チームリーダーにこの
指標の計算過程も含め説明を行い、
定期的にフィードバックすること
で、リーダーを中心に「現場で問
題を考え、行動する」仕組みを作っ
た。

■その後の変化・成果
まだ上記の仕組みを部分的に導

入し始めた段階だが、従業員の意
識も少しずつ改善しており、部門
間で協力し合うことが増えてきた。
また、数字に対する意識が向上し、
チーム別の売上と利益の増減理由
を説明できるようになってきた。

さらに、指標を高めるために、
売上を伸ばす、経費を削る、勤務
時間を短縮する（他のチームを手
伝う）という3つの視点で改善を
図る考え方が、少しずつ浸透して
きている。

企業の声
これまでは、外部の意見を聞く

機会がなく、自分一人だけで考え

込んでいたので、視野が狭く、不

安に思うことが多くありました。

このプロジェクトを通して、自

分にはない知識や経験を持ってい

る専門家に適切に指導していただ

けたので、会社の成長だけでなく、

自分自身の成長にもなり、とても

感謝しています。それにより、今

後の経営の舵取りにおいて、正し

い方向へ導く判断ができるように

なり、ますます成長が見込めるよ

うになりました。

さらに成長していくためには、

まだ解決しなければならない様々

な問題を抱えているので、今後と

も引き続き専門家の指導を受けた

いと思っています。

（代表取締役：三ッ井清明氏）

支援者の声
三ッ井社長は、決して現状に満

足せず、会社と従業員のさらなる

成長・発展のために常に改善・改

革を推し進めていく経営者です。

昨年度の成長アシストコースに引

き続き、今年度はフォローアップ

コースで、チーム別の生産性を向

上させる手法の導入と従業員の意

識改革に取り組まれました。東京

都の助成金採択により、生産性の

高い新たなインクジェットプリン

タの導入も決定しております。今

後も従業員一丸となって、業績向

上に取り組まれることを期待して

おります。

（東京商工会議所：松本知珠氏）
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従業員が作った、カメラのフラッシュで光るT
シャツ

紙への印刷から脱却することができた、初代の
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「Foods ＆ Liquor ささき」店長の佐々木修平氏（取締役）

有限会社佐々木商店

酒店発祥の強みを活かし、新たなファンの獲得を目指す
〜環境変化に立ち向かう後継者を専門家と商工会がバックアップ〜

DATA●有限会社佐々木商店
創業年：1993年　従業員数：13人　業種：小売業（食品・酒類・雑貨販売）
所在地：東京都大島町元町地の岡65

■企業概要
有限会社佐々木商店（代表取締

役：佐々木修氏）は、島の玄関口
である大島空港からほど近い幹線
道路（大島循環線）沿いで、スー
パーマーケット「Foods ＆ Liquor 
ささき」を経営している。当初は
酒販店として出発したが、やがて
時代の変化に対応すべく、生鮮品
を含む食料品や雑貨等も取り扱う
スーパーへと業態を変更し、現在
に至る。

長年にわたって地域密着で小売
業を営み、地元ではよく知られる
存在となった当店であるが、約4
年前に経営者として店を取り仕

切ってきた修氏が体調を崩し、陣
頭指揮を執ることができなくなっ
てしまった。そこで、島外で美容
師をしていた20代の長男・修平
氏が島に戻り、店長として運営に
携わることになった。以来、惣菜
を強化し、店舗の改装も行う等、
経営改善と事業承継に向けて前向
きに取り組んでいる。

■企業の悩み
急遽「Foods ＆ Liquor ささ

き」の店長となった修平氏は、す
ぐに経営環境の厳しさに直面する
ことになった。島の人口はピーク
時の約6割にまで減少し、高齢化
が著しい。当店は酒販店としての

イメージが定着し、酒類を求める
年配の固定客が多かったことも影
響して、購買の頻度や単価は下落
傾向が続いていた。

そのような中、ある島外の企業
が地元スーパーの1つを買収して
新装オープンし、いちやく人気店
に躍り出た。これをきっかけに、
他のスーパーもリニューアルや得
意分野のアピール強化に乗り出し
た。交通の便のよい1km圏内に
当店を含む4つのスーパーがひし
めいて顧客を奪い合う構造となり、
一気に競争は激化した。

当店も、惣菜の強化や店舗の改
装といった手は打っているものの、
若い層の集客には必ずしも成功し
ておらず、売上の減少に歯止めを
かけきれずにいた。修平氏は、体
調の優れない修氏に現場で指導を
仰ぐわけにもいかず、一人で悩み
を抱え込むことも多かった。

そこで、修氏の時代から長年に
わたり様々なサポートを受けてき
た、大島町商工会に相談した結果、
本プロジェクトのアシストコース
での継続的支援を念頭に、まずは
経営診断チェックを受けることに
なった。

■導き出された課題
島しょ部の事情に明るく、小売

業の支援経験も豊富な中小企業診
断士が選定され、さっそく当店で
経営診断を行った。その結果、①
マーケティング、②組織・人材、

支援事例 9
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取材・執筆：中小企業診断士　松林栄一
経営診断担当：内藤義光氏／コーディネーター：大塚昌子氏／アシストコース担当（ディレクター）：内藤義光氏／経営指導員：千葉　努氏（大島町商工会）

③財務管理のいずれの分野につい
ても、解決すべき課題があること
がわかった。

①マーケティングについては、
ターゲットや訴求ポイントを明確
化し、季節ごとの売場の動きやイ
ベント等で訴求して、より若い顧
客層を増やすことが必要とされた。
②組織・人材については、販売に
秀でたスタッフはいるものの個人
差があるため、組織としての販売
力強化が必要とされた。さらに③
財務管理については、改装時の借
入金を安定的に返済できるだけの
利益を生み出すべく、客数、カテ
ゴリ別の売上、客単価等の傾向を
スピーディに把握し、タイムリー
に手を打つことの重要性が指摘さ
れた。

■実行支援
引き続き、本プロジェクトのア

シストコースを利用して、専門家
から具体的なアドバイスを受けな
がら、上記の課題解決に向けて取
り組むことになった。概ね月1回
のペースで専門家が当店を訪問し、

「軽減税率対策補助金」で導入し
たPOSレジで得たデータを分析
しながら、振り返りと今後の打ち
手の検討が行われた。

その中から、共働きの若い世帯
を タ ー ゲ ッ ト と し、 そ の 層 に
フィットする商品やサービスを形
にしていった。惣菜コーナーを店
頭付近に移すという大胆なレイア
ウト変更を実施し、弁当や惣菜の
種類を大幅に増やした。コンビニ
がなく飲食業も少ないという島の
事情もあって、昼どきには多数の
社会人が昼食を購入していくよう
になった。

また、共働き世帯や観光客を
狙って、営業時間を「9時～19時」
から「10時～20時30分」に変

更し、定休日を日曜から水曜に変
更した。あわせて、LINE@で特
売日やタイムセールの情報発信も
始め、販売促進に努めた。秋には
ワインコーナーを充実させ、POP
での訴求やローストビーフ等のワ
インに合う惣菜の提案といった工
夫により、酒店発祥の強みを活か
して来店数・客単価の向上を図っ
た。

さらに、POP作りの勉強会を
開催する等、販売力の底上げを図
る取り組みも実施した。

■その後の変化・成果
共働き世帯を狙ってディナー惣

菜も一層の充実を図っており、仕
事帰りに惣菜を買い求める方が多
くなった。レイアウト変更前と比
較して惣菜の売上は3倍に伸び、
当店の柱の1つに育っている。

今回の取材は、ちょうど年末年
始の企画検討の時期であった。今
後は、クリスマスにはオードブル
セット等の予約販売、年末はおせ
ちバイキング、年明けはワインの
福袋といった時期ごとの提案を能
動的に行い、同業他店との差別化
を図って、共働きカップルや子育
て層のファンをより多く獲得して
いく方針である。

当社では3年後をめどに修平氏
への正式な事業承継を予定してお
り、修平氏はそこに向けて経営者
として実績を積み重ね、社内外の
求心力をより高めたいと考えてい
る。

企業の声
事情により前任者からノウハウ

を聞くことができないため、悩み
は多かったです。今の時代、一般
的なセオリーはネットで見られま
すが、それが大島に合うとは限り
ません。専門家の内藤先生には、
こちらの話に耳を傾けていただき、
大島の事情に合わせて「じゃあ、
こうしてみませんか」と提案いた
だけました。タイムリーなデータ
分析、各種の販売促進策、キャッ
シュレス・ポイント還元事業への
対応等、自分だけでは難しいこと
にも着手できました。

今後は、「酒店発祥でお酒に強
い」という特長を活かし、ワイン
と相性のよい食材や惣菜を一緒に
提案する等して、他店にはない魅
力を発信したいと考えています。
ただ顧客を待つだけでなく、ス
ピーディな対応でターゲット層に
働きかけていきたいです。

（取締役：佐々木修平氏）

支援者の声
佐々木商店様は、私が9年前に

大島町商工会に赴任した頃から
ずっとご支援してきました。前年
度の「多摩島しょ経営支援拠点事
業」に続き、今年度は本プロジェ
クトの枠組みを活用しました。修
平さんは業界経験がないまま、厳
しい環境下で店長になられて、ご
苦労も多いこととは思いますが、
スピード感のある展開でブラン
ディングを強化し、事業基盤を強
固にされていくことを期待します。
これからも引き続き、ご支援させ
ていただきます。

（大島町商工会：千葉　努氏）
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店内で調理する手作りの惣菜は売れ行き好調
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